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Ⅰ 学びの基盤をつく る 

 

 取組の方向１ ０歳か らの育ち・学びを支える          ２８ 

   

   重点 事業  

   区立 認 定こ ど も園 の 設置 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３０  

   施設 一 体型 小 中一 貫 校の 設 置・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３０  

   推進事 業  

   サブ フ ァミ リ ーに よ る特 色 ある 教 育の 推 進・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３０  

   きら き ら０ 年 生応 援 プロ ジ ェク ト ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３０  

   「小 中 一貫 教 育カ リ キュ ラ ム」 の 活用 ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３１  
      

 取組の方向 ２ 確か な学力 を保証す る             ３２ 

     

   重点 事業  

   確か な 学力 向 上プ ロ ジェ ク ト・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３４  

   教科 担 任制 の 導入 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３５  

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日



   魅力 あ る学 校 図書 館 づく り 事業 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３５  

   推進 事業  

   言語 活 動の 推 進・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３５  

   学校 図 書館 支 援・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ３５  
 
 
 
 
 

 取組の方向３ 豊かな 心を育む                ３８ 

   

   重点 事業  

   人権 教 育の 推 進・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４０  

   道徳 教 育の 推 進・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４０  

   推進事 業  

   自然 体 験活 動 の充 実 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４０  

   社会 体 験活 動 の推 進 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４１  

   いじ め 防止 の 取組 の 徹底 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４１  

   北区 サ ポー ト チー ム ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４１  

   Ｑ－ Ｕ の実 施 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４１  

   いじ め 相談 ミ ニレ タ ー・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４１  
 
 
 
 
 

 取組の方向 ４ 健や かな体 を育てる               ４２ 

  

   重点 事業  

   （仮 称 ）東 洋 大学 連 携事 業 ・体 力 の向 上 ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４４  

   長な わ トラ イ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４４  

   推進事 業  

   体育 ・ 健康 に 関す る 指導 の 充実 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４４  

   連合 体 育行 事 活動 の 推進 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４５  

   学校 保 健の 充 実・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４５  
 
 
 
 
 

 取組の方向５ 共に学 び合い、共に成長する力 を育てる     ４６ 

   

   重点 事業  

   小・ 中 学校 特 別支 援 学級 の 設置 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４８  

   特別 支 援教 育 に係 る 巡回 指 導・ 専 門家 チ ームの派 遣 ・・ ・ ・・ ・ ４８  

   推進事 業  

   日本 語 適応 指 導教 室 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４８  

   特別 支 援学 級 にお け る専 門 的な 指 導の 充 実・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４８  

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日



   特別 支 援教 育 に係 る 理解 啓 発の 推 進・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４９  

   特別 支 援学 級 の合 同 行事 の 推進 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ４９  

   適応 指 導教 室 にお け る社 会 的自 立 に向 け た支援の 充 実・ ・ ・・ ・ ４９  
 
 
 
 
 

 取組の方向６ グロー バル社会で活躍できる子 どもを育てる   ５０ 

    

   重点 事業  

   検定 料 補助 事 業・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ５２  

   北区 ゆ かり の 偉人 を 学ぶ 事 業・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ５３  

   イン グ リッ シ ュ・ サ マー キ ャン プ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ５４  

   中学 校 生徒 海 外交 流 事業 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ５４  

   パリ ２ ０２ ４ 競技 大 会を 見 据え た 東京 国 際フラン ス 学園  

   との 連 携推 進 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ５５  

   オリ ン ピッ ク ・パ ラ リン ピ ック 教 育の 推 進及びレ ガ シー の 構築 ・ ５５  

   推進事 業  

   英語 が 使え る 北区 人 事業 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ５５  

   国際 理 解教 育 の推 進 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ５６  
 
 
 
 
 

 取組の方向７ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を伸ばす   ５８ 

  

   重点 事業  

   理科 大 好き プ ロジ ェ クト ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６０  

   ＩＣ Ｔ 教育 の 充実 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６０  

   ＳＤ Ｇ ｓの 達 成に 向 けた 教 育の 充 実・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６１  

   特色 あ る教 育 活動 支 援事 業 ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６１  

   推進 事業  

   防災 ・ 安全 教 育の 推 進・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６１  

   海洋 教 育の 推 進・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６１  

   情報 教 育の 推 進・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６２  

   新聞 大 好き プ ロジ ェ クト ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６２  

   環境 教 育の 推 進・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６２  

   キャ リ ア教 育 の推 進 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６２  

 

Ⅱ 豊かな教育環境をつくる 

 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日



 取組の方向８ 学校の 教育力・経営力を高める          ６４ 

   

   重点事業  

   教員 の 質を 高 める 方 策に つ いて の 検討 ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６６  

   教育 先 進都 市 を支 え る学 校 働き 方 改革 ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６６  

 

   推進事業  

   指導 力 向上 を 目指 し た各 種 研修 の 充実 ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６７  

   教育 ア ドバ イ ザー の 活用 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６７  

   コミ ュ ニテ ィ ・ス ク ール の 推進 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６８  

   学校 評 議員 等 によ る 学校 評 価制 度 ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ６８  
 
 
 
 
 

 取組の方向９ 質の高 い学校教育を支える施設 設備等を整備す る ７０ 

   

   重点 事業  

   学校 の 改築 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７２  

   学校 施 設の リ ノベ ー ショ ン （長 寿 命化 改 修）事業 の 推進 ・ ・・ ・ ７３  

   今後 の 人口 動 向を 見 据え た 教育 環 境の 充 実・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７４  

   推進事 業  

   学校 施 設設 備 等の 整 備・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７４  

   小学 校 の適 正 配置 の 推進 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７４  
 
 
 
 
 

 取組の方向 １０ 安 全・安 心で豊か な教育環境 を整備する    ７６ 

  

   重点 事業  

   生活 困 窮・ ひ とり 親 世帯 等 の小 ・ 中学 生 への学習 支 援事 業 ・・ ・ ７８  

   スク ー ルソ ー シャ ル ワー カ ーの 拡 充・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７８  

   推進事 業  

   学校 給 食費 保 護者 負 担軽 減 事業 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７８  

   子ど も セン タ ー・ テ ィー ン ズセ ン ター へ の移行・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７８  

   子ど も の居 場 所づ く り（ 子 ども 食 堂） 支 援事業・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７９  

   放課 後 子ど も 総合 プ ラン の 充実 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７９  

   教育 実 践演 習 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７９  

   往還 型 教育 実 習・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７９  

   大学 図 書館 と の連 携 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ７９  

 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日



Ⅲ 学び合う絆をつく る 

 

 取組の方向 １１ 家 庭の教 育力の向 上を支援す る        ８０ 

 

   重点 事業  

   家庭 教 育学 級 等の 充 実・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８２  

   推進事 業  

   子ど も の読 書 活動 の 推進 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８２  

   早寝 ・ 早起 き ・朝 ご はん プ ロジ ェ クト ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８２  

   子育 て 情報 支 援サ ー ビス の 充実 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８２  

   ＰＴ Ａ 活動 支 援・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８２  

   子育 て 支援 情 報の 提 供・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８２  

   みん な で育 児 応援 プ ロジ ェ クト ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８３  

   ひと り 親家 庭 等相 談 支援 事 業（ そ らま め 相談室）  ・・ ・ ・・ ・ ８３  
 
 
 
 
 

 取組の方向１２ 地域 の教育力の向上を支援す る        ８４ 

   

   重点 事業  

   学校 施 設の 地 域開 放 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８５  

   推進事 業  

   教育 広 報紙 「 くお ん 」の 発 行・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８５  

   学校 公 開講 座 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８５  

   学校 支 援ボ ラ ンテ ィ ア活 動 推進 事 業・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８５  

   青少 年 委員 活 動の 充 実・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８５  

   青少 年 地区 委 員会 活 動推 進 事業 ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８５  

   生涯 学 習講 座 支援 事 業・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８６  
 
 
 
 
 

 取組の方向１３ 生涯にわたる一人ひとりの主体的な学びを支援する  ８ ８ 

  

   重点 事業  

   地域 活 躍ス テ ップ ア ップ 事 業・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８９  

   推進 事業  

   生涯 に わた る 多様 な 学習 機 会の 提 供・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８９  

   図書 館 利用 に おけ る バリ ア フリ ー の推 進 ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８９  

   区民 と の協 働 によ る 図書 館 づく り ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ８９  
 

・  

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日



 
 
 
 

 取組の方向 １４ 文 化・芸 術活動を 振興する          ９０ 

 

   重点 事業  

   「史 跡 のま ち ・北 区 」の Ｐ Ｒ・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ９１  

   推進事 業  

   文化 財 を活 用 した ふ るさ と 学習 事 業・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ９１  

   飛鳥 山 博物 館 の講 座 ・企 画 展の 充 実・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ９１  

   北区 の 部屋 事 業・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ９１  

   伝統 芸 能の 継 承者 の 育成 支 援・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ９２  

   北区 文 化振 興 財団 と の連 携 ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ９２  

   連合 文 化行 事 活動 の 推進 ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ９２  

   子ど も かが や き顕 彰 ・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ・・・・ ・ ・・ ・ ・・ ・ ９２  

 

第５章  「北区教育 ビジョン２ ０２ ０」の推進 に向けて     ９４ 

 

 １ 計画の進行管理・・・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・９４  

 ２ 国・東京都への要望・・・・ ・・・・・・・・・・・・・・９４  

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日



  

  
第１章 「北区教育ビジョン２０２０」の位置付け 

 

 
○ 北区基本構想及び北区教育・子ども大綱を踏まえ、北区基本計画と整合 

性を図りながら、進展する時代の要請に応えつつ、「教育先進都市・北区」
のさらなる充実・発展を目指すものです。 

 
○ 北区教育委員会が掲げる「教育目標」を実現するための実施計画として

策定します。 
 
○ １０年程度の将来を視野に入れて、今後５年間に北区教育委員会が重点

的に取り組むべき学校教育分野、生涯学習分野の基本的な方向性と主な施
策を示すものです。 

 
○ 教育基本法第１７条第 2 項に規定する「教育の振興のための施策に関す

る基本的な計画」に位置付けます。 
 
○ 国の教育振興基本計画及び東京都教育ビジョンを参酌のうえ策定します。 
 

 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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第２章 「北区教育ビジョン２０１５」の総括 

 

   平成２７年（２０１５年）３月に策定した北区教育ビジョン２０１５では、教育
先進都市・北区」の教育目標である、「自らの力で人生を切り拓き、国際社会に貢
献できる人間の育成」を目指した教育の実現を目指しました。 

   教育環境のありかたの見直しや地域のきずなづくりなど、教育を取り巻く環境の
さらなる変化とそれに伴う諸課題に適切に対応していくため、「まなび・ささえ・
つなぐ」の３つの視点と、「Ⅰ学校教育の充実、Ⅱ教育環境の向上、Ⅲ家庭・地域
の教育力向上の支援、Ⅳ生涯学習の振興、Ⅴスポーツの推進」の 5 つの柱を掲げ、
取り組むべき施策を体系化し、総合的な展開を図ってきました。 

   主な取組の総括については、以下に述べるとおりです。 

 

 

Ⅰ 学校教育の充実 

 １ ０歳からの育ち・学びを支える 
   北区独自の教育システムである学校ファミリー構想を基盤として、地域と一体と

なった特色ある教育を推進するとともに、小中一貫教育を実施し、一貫性のある教
育の充実を図ってきました。 

   小中一貫教育については、さらなる向上を図るため、施設一体型小中一貫校の設
置に向けた検討を行い、平成３０年（２０１８年）３月に「北区神谷中サブファミ
リー施設一体型小中一貫校全体構想」を取りまとめました。令和６年度（２０２４
年度）の開校を目指し、取組を進めていきます。 

   また、就学前教育・保育の充実に向けて、「きらきら０年生応援プロジェクト」
を展開し、保育士・教員に求められる資質や能力を高める取組とともに、就学前教
育・保育の重要性が増していることを踏まえ、平成２９年（２０１７年）４月に北
区初の認定こども園を設置し、幼児期における学校教育と保育を一体的に実施する
体制を整備しました。 

 
 ２ 確かな学力を保証する 
   「北区基礎・基本の定着度調査」により、北区立小・中学校の児童・生徒の学力

の実態を把握するとともに、基礎学力の定着を図るため、小学校３年生から６年生
までを対象とした「学力フォローアップ教室」、中学生を対象に、数学・英語・理
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科に係る家庭学習支援を目的とした「中学校スクラム・サポート事業」を実施しま
した。また、⾧期休業期間を活用した学習支援の「本気でチャレンジ教室」の実施
や、「学力パワーアップ非常勤講師」の配置によるきめ細かな指導など、指導体制
や学習の機会の充実を図ってきました。 

   学校図書館の充実に向けた取組では、一部サブファミリーに配置していた「学校
図書館指導員」について、平成３０年度（２０１８年度）から小・中学校の全校に
拡充し、学校図書館の利活用や学習支援の推進を図ってきました。 

   令和元年度（２０１９年度）からは、「中学校スクラム・サポート事業」の一環
として、家庭学習アドバイザー（理科）をモデル校に配置し、理科アドバイザーに
よる理科教員巡回指導と連携しながら理科教育のさらなる充実を図っています。 

   令和元年度（２０１９年度）北区基礎・基本の定着度調査によれば、小学校の結
果は、全体的におおむね良好でした。中学校の結果は、全体的におおむね良好でし
たが、中学校第３学年の社会科及び中学校全学年の理科において多くの項目に課題
がみられました。 

   児童・生徒の基礎・基本的な学力は、小・中学生の学習機会の充実や、指導体制
の強化のほか多面的な取組の成果によって、一定程度、定着しつつあると考えてい
ます。 

   一方で、これらの課題を解決するため、「主体的・対話的で深い学び」を視点と
した授業改善を図るとともに、家庭学習や放課後学習等を通した基礎・基本の定着
を図ることが求められています。あわせて、思考力・判断力・表現力等の育成、学
びに向かう力・人間性を育んでいくことも必要です。 

 
 ３ 豊かな心を育む 
   いじめ防止の取組では、平成２７年（２０１５年）４月に策定した「東京都北区

いじめ防止基本方針」（平成２９年（２０１７年）７月一部改訂）に基づき、各学
校において取組を進めています。 

   平成２７年度（２０１５年度）には、指導・助言を行う統括指導員としてのスク
ールソーシャルワーカーを１名増員しました。これにより、スクールソーシャルワ
ーカー３名と統括指導員１名で、児童・生徒のいじめや不登校等の実態を把握し、
児童・生徒を取り巻く家庭環境や教育環境の改善等の支援を行ってきました。 

   平成３０年度（２０１８年度）には、不登校相談専門のスクールカウンセラーを
配置し、相談体制の充実を図りました。さらに、「不登校児童・生徒支援モデルサ
ブファミリーの研究・検証」における、スクールソーシャルワーカーの活用や配置
のありかたに関する検証を踏まえ、令和元年度（２０１９年度）からスクールソー
シャルワーカーを１名増員し、スクールソーシャルワーカー４名と統括指導員１名
とする体制強化を図りました。 

   このほか、冬季休業日中に「いじめ問題対応研修会」を開催し、いじめ防止等に
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向けた教員の指導力向上に努めるなど、いじめ防止の取組を推進しています。 
   北区の児童・生徒のいじめに関する意識は、平成３１年度（２０１９年度）全国

学力・学習状況調査の「いじめは、どんな理由があってもいけないことだと思いま
すか」の質問に対し、全国や都全体よりも「そう思う」との回答の割合が低く、引
き続き「いじめは絶対にしてはいけない」という繰り返しの指導の徹底を行ってい
きます。 

   また、いじめについては、どの学校でも起こり得ることを意識し、未然防止・早
期発見・早期対応ができる体制づくりが必要です。 

 
 ４ 健やかな体を育てる 
   小学校においては平成２６年度（２０１４年度）、中学校においては平成２８年

度（２０１６年度）から「⾧なわトライ」を実施し、⾧期的に低下傾向にある児童・
生徒の体力向上を図りました。文部科学省「体力・運動能力調査」によると、北区
の小学校児童の体力・運動能力は全国と同等の水準にある一方、中学校生徒では全
国を下回る結果であり、体力向上は喫緊の課題となっています。 

   食育の取組では、食育リーダーと学校栄養士が中心となって食育を推進し、健や
かな心身の育成を図ってきました。 

 
 ５ 個に応じた教育を推進する 
   インクルーシブ教育システムの構築を目指して、平成３０年（２０１８年）３月

に「第三次北区特別支援教育推進計画」を策定しました。障害のある子もない子も
同じ学びの場で可能な限り共に学ぶことができるように、児童・生徒一人ひとりの
教育的ニーズに応じた計画的かつ適切な指導及び必要な支援の充実を目指し、学校
との連携や関係機関との連絡調整を行い、特別支援教育の充実を図ってきました。 

   特別支援教室事業では、特別支援教室における巡回指導について、平成２８年度
（２０１６年度）から区立の全小学校で、令和元年度（２０１９年度）から区立の
全中学校で全面実施しました。 

   また、日本語適応指導教室事業では、令和元年度（２０１９年度）に新たに堀船
小学校と明桜中学校に日本語学級を設置しました。日本語指導や学校生活適応指導
を中心に、集団生活に円滑に適応できるよう環境の充実を図りました。 

   さらに、特別支援学級（固定学級）や通級指導学級（特別支援教室を含む。）で
の特別な教育的支援を必要とする児童・生徒の在籍数は、年々増加傾向にあり、令
和２年度（２０２０年度）には、区内で初めて自閉症・情緒障害特別支援学級（固
定学級）を王子小学校に開設します。また、区立の小学校で１０校目となる知的障
害特別支援学級（固定学級）を滝野川第五小学校に開設します。 

   今後も、一人ひとりに応じた適切な指導と、障害への合理的配慮、特別支援教育
に関する教員の専門性の向上が必要とされます。 
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 ６ グローバル社会で活躍できる子どもを育てる 
   令和２年度（２０２０年度）からの小学校における外国語の教科化を見据えて、

平成３０年度（２０１８年度）から、小学校３・４年生を対象に年間３５時間の外
国語活動を、５・６年生を対象に年間７０時間の外国語の授業を、外国人の外国語
指導助手（ＡＬＴ）の配置の拡充を図りながら実施しました。あわせて、「イング
リッシュ・サマーキャンプ」や「中学校生徒海外交流」等を通じて国際理解教育を
推進してきました。 

   また、「情報教育」、「防災安全教育」等の推進により、社会で活躍する人材の育
成に取り組んできました。 

   さらに、平成２７年（２０１５年）４月には海洋教育に関する教育課程特例校を
設置し、全国的に見ても特色のある「内陸地域における海洋教育」を推進しました。 

   令和元年度（２０１９年度）北区基礎・基本の定着度調査では、中学校の英語に
ついては、目標値を上回っていますが、問題内容別に見ると、一部の学年において、
言語や文化についての知識・理解について目標値を下回っていました。中学校の理
科については、多くの項目について課題があり、理科教育のさらなる充実が望まれ
ます。 

   このほか、東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、北区
立学校全校でオリンピック・パラリンピック教育を推進し、人種や文化、宗教、価
値観などの多様性を尊重し、世界平和に向けて活躍できる人間の育成を図ってきま
した。 

 
 

Ⅱ 教育環境の向上 

 ７ 学校の教育力・経営力を高める 
   教員の職層に応じた研修の充実とともに、プログラミング教育や外国語活動等、

新たに学習指導要領に示された内容に対応する研修を実施し、教員の指導力や専門
性の向上を図りました。 

   また、平成２７年度（２０１５年度）から５か年計画で全校にタブレット型端末
と校内ＬＡＮの環境を整備するとともに、各校にＩＣＴ支援員を月２回派遣し、タ
ブレット型端末を活用した授業のサポートや、機器のトラブル対応などの支援を行
い、「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善に取り組んできました。 

   地域との連携に関する取組では、コミュニティ・スクール制度の導入を推進して
います。平成３０年度（２０１８年度）には、新たに西が丘小学校で制度を導入し、
地域とともにある学校づくりを進めています。また、コミュニティ・スクール制度
を導入していない学校においても、学校評議員制度を活用し、教職員、保護者、地
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域住民等が学校の現状や課題を共有し、家庭や地域に支えられる開かれた学校づく
りを進めています。 

   学校・家庭・地域の共通理解と相互連携をより深め、地域に根ざし、開かれた教
育を推進していくことが必要です。 

 
 ８ 安全・安心な教育環境を整備する 
   学校改築をはじめとした教育環境の整備については、令和元年度（２０１９年度）

までに１２校の改築事業を完了しました。改築時期を迎えるに至らない学校は、施
設の⾧寿命化や教育環境の充実を図るため、大規模改修工事（リフレッシュ改修）
を６校実施しました。 

   また、小学校については、通学路における児童の見守り活動のため、防犯カメラ
の設置を平成２９年度（２０１７年度）までに全校で完了しました。特別教室のう
ち理科室・図工室の空調機についても設置を完了するとともに、トイレの洋式化も
５０％を超える整備率を達成しました。 

   さらに、平成３０年度（２０１８年度）には、教育相談所などの相談機関を集約
した教育総合相談センターを設置し、教育にかかる相談・支援体制の充実を図りま
した。一方、児童相談所の開設や子育て部門における諸課題などに対応するため、
今後も関係部署と調整していく必要があります。 

   安全・安心な教育環境を目指し、計画的に施設や設備を整備するなど、ソフト・
ハード両面での教育環境のさらなる向上が求められています。 

 
 ９ 豊かな教育環境を整備する 
   学校適正配置については、平成２４年（２０１２年）２月に策定された東京都北

区立学校適正配置計画に基づき、小学校の小規模化に対応し、教育環境の改善と向
上を図ってきました。平成２６年（２０１４年）には滝野川第一小学校と滝野川第
七小学校を統合した田端小学校を、平成２８年（２０１６年）には清水小学校と第
三岩淵小学校を統合した西が丘小学校を、平成２９年（２０１７年）には滝野川第
六小学校と紅葉小学校を統合した滝野川もみじ小学校を開設しました。さらに、平
成３１年（２０１９年）２月には、第十一次学校適正配置方針において、令和３年
（２０２１年）４月に荒川小学校と十条台小学校を統合することを決定しました。 

   また、質の高い授業、興味関心をもたせる授業を実施するため、ＩＣＴ機器の整
備に取り組みました。小学校全校に電子黒板１台とすべての教室に大型デジタルテ
レビを導入し、中学校のすべての教室に電子黒板を設置するとともに、校内無線Ｌ
ＡＮの再構築やタブレット型端末の全小・中学校への配置などを行いました。今後
も、導入した機器・設備の更新を行うとともに、新たな機器・設備の導入などさら
なる環境整備を進めていきます。 

 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日

- 6 -



 

 

Ⅲ 家庭・地域の教育力向上の支援 

１０ 家庭の教育力の向上を支援する 
   子どもの基本的な生活習慣の乱れが、学習意欲や体力、気力の低下につながる要

因の一つであると指摘されているなか、平成２９年（２０１７年）３月に「北区家
庭教育力向上アクションプラン」を策定し、「生活習慣の形成」、「家庭学習の定着」、
「親子のきずなづくり」の３つの家庭教育における課題を柱とした事業を展開しま
した。 

   今後も、すべての教育の出発点である家庭教育について、保護者が子どもの教育
に第一義的責任を有していることを踏まえ、家庭教育の自主性を尊重しつつ、家庭
における教育の基盤づくりを支援していく必要があります。 

 
１１ 地域の教育力の向上を支援する 
   学校支援ボランティア活動推進事業では、全小・中学校に配置されたスクールコ

ーディネーターを中心に、ボランティア活動の取組を推進しています。 
   平成２９年度（２０１７年度）には、将来教員を志望する大学生らによる教育支

援ボランティアを全小・中学校に新たに導入しました。これにより、きめ細かな指
導とともに、将来教員となる人材の育成を支援しています。 

   また、放課後等の子どもの安全・安心な居場所「放課後子ども総合プラン（わく
わく☆ひろば）」事業は、令和元年度（２０１９年度）までに、改築中の１校を除
く全小学校に導入しました。 

   地域全体の教育力を高めるためには、学校施設を有効に活用するとともに、地域
人材の発掘と育成により、学校を核とした地域コミュニティの形成を目指す取組を
進める必要があります。 

 
 

Ⅳ 生涯学習の振興 

１２ 一人ひとりの主体的な学びを支援する 
   区民大学や学校公開講座等によって、様々な分野の学習機会を提供し、心豊かな

社会生活を送れるよう事業を実施してきました。また、高齢者施設へのリサイクル
図書の提供や、絵本の読み聞かせ講座を実施するなど高齢者の学習支援の充実を図
っています。 

   さらに、社会教育関係団体が主体となって企画運営する自主的な学習会・研修会
を対象に、事業経費の一部補助を実施し、団体活動の活性化と区民の生涯学習機会
の拡充を図りました。あわせて、社会教育関係団体の団体構成員に関する登録要件
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を緩和することにより、少人数でもサークル・団体活動を始めやすい環境を整備し
てきました。 

   今後は、区民や団体に対する学習成果の発表の場を充実させる一方で、学びの成
果を地域や学校等に還元できるしくみづくりが、より一層求められています。 

 
１３ 文化・芸術活動を振興する 
   文化・芸術分野では、飛鳥山博物館での常設展示資料解説アプリの導入や、常設

展示室照明のＬＥＤ化、「若 一
にゃくいち

王子
お う じ

縁起
え ん ぎ

絵巻
え ま き

」の常設展示化を進めるなど、文化財
の保護・活用と保存・継承を行いながら、魅力的な文化・歴史学習の推進を図って
きました。 

   一方、グローバル社会が進展するなか、ふるさと北区への愛着を深め、その魅力
をいかに発信するかが課題となっています。今後も、区民との協働をさらに推進す
るとともに、区民の郷土への愛着や関心を深めていく多彩で魅力的な事業を展開し
ていく必要があります。 

 
 

V スポーツの推進 

   従来、教育委員会の事務とされていたスポーツ分野については、東京２０２０オ
リンピック・パラリンピック競技大会に向け、集中的・効果的にスポーツ施策を推
進するとともに、その取組を地域のきずなづくりにつなげていくため、平成２８年
度（２０１６年度）から、区⾧部局において一元的に所掌することになりました。 

   教育委員会は、区⾧部局への事務移管後も、区⾧部局と連携し、地区体育館の整
備や校庭夜間開放の充実など、地域で身近にスポーツ活動をできる場所の整備を図
りました。 

 
 

ま と め 

   「北区教育ビジョン２０１５」で掲げた３つの視点と５つの柱を踏まえ、取り組
むべき施策を体系化し、５年の間に数多くの事業を実施してきました。十分な成果
を得られなかったものもありましたが、全体的には、計画に沿った事業展開を図り、
着実な成果が得られていると考えています。 

   今後も、知・徳・体のバランスのとれた子どもの育成、グローバル化に対応した
取組、教育循環型社会の推進により、激動の時代を豊かに生き抜き、社会に貢献で
きる人材の育成を目指し、「教育先進都市・北区」の魅力を一層高めるための取組
を行っていく必要があります。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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   また、これまでの取組の成果と課題を踏まえ、社会の変化に柔軟に対応しつつ、
新たな取組や事業の再構築を図り、区が理想とする今後の教育行政のグランドデザ
インを描き、子どもたちの夢を育て、豊かな心を育む教育を展開していく必要があ
ります。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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第３章 「北区教育ビジョン２０２０」の基本的な考え方 

 

１ 北区の教育を取り巻く環境の変化 

   今、社会は激しく急速な変化を続けています。 
   グローバル化の進展や絶え間ない技術革新、生産年齢人口の減少や少子高齢化等

により、社会構造や雇用関係は大きく変化し、今後の社会の予測が困難となってい
ます。また、人工知能（ＡＩ）やビックデータ、Internet of Things（ＩｏＴ）
などの先端技術が産業や社会生活に取り入れられ、Society5.0 と呼ばれる時代を
迎えようとしているなか、人間としての強みがどこにあるのか、学びや仕事にどの
ように向き合えばよいかが問われる時代になってきています。 

   国や都は、このような社会を踏まえ、次のとおり新たな計画等を策定しています。 
 
  【国】 

      ○ 第３期教育振興基本計画（平成３０年（２０１８年）６月策定） 
 
        【2030 年以降の社会を展望した教育政策の重点事項】 
          第２期計画の「自立」「協働」「創造」の方向性を継承し、以下の

姿を目指す。 
 
         ≪個人と社会の目指すべき姿≫ 
         （個人）自立した人間として、主体的に判断し、多様な人々と協働

しながら新たな価値を創造する人材の育成 
         （社会）一人一人が活躍し、豊かで安心して暮らせる社会の実現、

社会（地域・国・世界）の持続的な成⾧・発展 
 
         ≪教育政策の重点事項≫ 
          ・ 「超スマート社会（Society 5.0）」の実現に向けた技術革新

が進展するなか「人生 100 年時代」を豊かに生きていくため
には、「人づくり革命」、「生産性革命」の一環として、若年期
の教育、生涯にわたる学習や能力向上が必要 

          ・ 教育を通じて生涯にわたる一人一人の「可能性」と「チャン
ス」を最大化することを今後の教育政策の中心に据えて取り組
む 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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        【今後の教育政策に関する基本的な方針】 
         １ 夢と志を持ち、可能性に挑戦するために必要となる力を育成す

る 
         ２ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する 
         ３ 生涯学び、活躍できる環境を整える 
         ４ 誰もが社会の担い手となるための学びのセーフティネットを 
          構築する 
         ５ 教育政策推進のための基盤を整備する 

 
      ○ 新学習指導要領等（平成２９年（２０１７年）３月改訂） 
        ・平成３０年度（２０１８年度） 新幼稚園教育要領施行 
                        新幼保連携型認定こども園教育・ 
                        保育要領施行 
                        新保育所保育指針適用 
        ・令和２年度（２０２０年度） 新小学校学習指導要領施行 
        ・令和３年度（２０２１年度） 新中学校学習指導要領施行 

 
        ・ 教育基本法、学校教育法などを踏まえ、これまでの我が国の学校

教育の実践や蓄積を活かし、子供たちが未来社会を切り拓くための
資質・能力を一層確実に育成。その際、子供たちに求められる資質・
能力とは何かを社会と共有し、連携する「社会に開かれた教育課程」
を重視 

        ・ 知識及び技能の習得と思考力、判断力、表現力等の育成のバラン
スを重視する平成２０年（２００８年）改訂の学習指導要領の枠組
みや教育内容を維持したうえで、知識の理解の質をさらに高め、確
かな学力を育成 

        ・ 教科化による道徳教育の充実や体験活動の重視、体育・健康に関
する指導の充実により、豊かな心や健やかな体を育成 

        ・ 知識の理解の質を高め資質・能力を育む「主体的・対話的で深い
学び」 

        ・ カリキュラム・マネジメントの確立 
 
 
 
 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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  【東京都】 
      ○ 東京都教育施策大綱（平成２９年（２０１７年）１月策定） 

 
        【今後の教育施策における重要事項】 
         Ⅰ 全ての子供が学び成⾧し続けられる教育の実現 
         Ⅱ 新しい価値を創造する力を育む教育の推進 
         Ⅲ 世界で活躍できる人材の育成 
         Ⅳ 社会的自立に必要な力を育む教育の推進 
         Ⅴ 悩みや課題を抱える子供に対するサポートの充実 
         Ⅵ 障害のある子供たちの多様なニーズに応える教育の実現 
         Ⅶ オリンピック・パラリンピック教育の推進 
         Ⅷ 子供たちの学びを支える教師力・学校力の強化 

 
      ○ 東京都教育ビジョン（第４次）（平成３１年（２０１９年）３月策定） 

      
        【次世代を担う子供の姿】 
         情報化や国際化など急速かつ激しく変化するこれからの社会を主

体的・創造的に生き抜いていく。 
 
        【基本的な方針】 
         １ 全ての児童・生徒に確かな学力を育む教育 
         ２ 社会の持続的な発展を牽引する力を伸ばす教育 
         ３ グローバルに活躍する人材を育成する教育 
         ４ 夢と志をもち、可能性に挑戦しようとする力を育む教育 
         ５ 豊かな心を育て、生命や人権を尊重する態度を育む教育 
         ６ 健やかな体を育て、健康で安全に生活する力を育む教育 
         ７ オリンピック・パラリンピックの精神を学び、育む教育 
         ８ 生徒の多様なニーズと時代の要請に応える「都立高校改革」 
         ９ これからの教育を担う優れた教員の育成 
         10 教育の質を向上する「働き方改革」 
         11 質の高い教育を支える環境の整備 
         12 家庭、地域・社会と学校とが連携・協働する教育活動 

 
   また、「北区教育ビジョン２０１５」策定以降における、区の教育を取り巻く主

な情勢の変化について、次のとおりまとめました。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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１） 年少人口の推移 

   北区の人口は、平成３０年（２０１８年）に３４８，０３０人でしたが、１０年
後の平成４０年（２０２８年）の３６２，００６人をピークに、その後減少局面と
なり、２０年後の平成５０年（２０３８年）には３５６，６９１人へと減少する推
計となっています。 

   このうち、年少人口（０～１４歳）については、平成３０年（２０１８年）に３
５，５３１人でしたが、１５年後の平成４５年（２０３３年）には４３，２１４人
となりピークを迎え、その後減少に転じ、平成５０年（２０３８年）には４０，３
６６人へと減少する推計となっています。 

   年少人口を３つの区分（０～５歳・小学生（６歳～１１歳）・中学生（１２歳～
１４歳））に分けると、０～５歳は平成３６年（２０２４年）に、小学生（６歳～
１１歳）は平成４２年（２０３０年）に、中学生（１２歳～１４歳）は平成４７年
（２０３５年）にそれぞれピークを迎え、その後減少に転じる推計となっています。 

   また、東京都教育委員会が実施する教育人口等推計では、平成３０年度（２０１
８年度）と比較して、平成３５年度（２０２３年度）までに、小学校児童数は１，
７４０人増加して１４，０６４人に、中学校生徒数は５６８人増加して４，９９７
人になる推計となっています。 

   今後も、人口の推移に適切に対応し、学校をはじめとする施設整備を行うととも
に、将来人口を見通した施策展開を図る必要があります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「北区人口推計調査報告書」（平成３０年（２０１８年）3 月）をもとに作成 
 
 

平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度
北区立小学校児童数 12,324 12,690 13,087 13,413 13,813 14,064
北区立中学校生徒数 4,429 4,497 4,499 4,673 4,788 4,997  

「教育人口等推計報告書」平成３０年度（２０１８年度） 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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２） 施設の老朽化 

   区立小・中学校の校舎については、全４７校中、改築を終了したのが１２校、改
築事業中が（仮称）都の北学園となる神谷中サブファミリーの３校を含む５校、リ
ノベーションモデル事業中が１校です。残りの２９校のうち、２４校が建築後５０
年を超えています。 

   このため、「北区立小・中学校改築改修計画」に基づき、計画的な改築改修を進
めていますが、昭和４０年以降に建設された小学校がまだ２０校以上あります。 

   ⾧期的な見通しとして、すべての学校の改築を現計画上の目標使用年数である建
設後６５年以内に事業化することは困難であるため、今後、施設の⾧寿命化を図る
ことで、更新時期のピークを平準化することが求められています。 

   こうした状況を踏まえ、平成３０年（２０１８年）６月に学校施設整備方針・⾧
寿命化計画検討委員会を設置して、現行の北区立小・中学校改築改修計画を包括し
た「北区立小・中学校⾧寿命化計画」を令和２年（２０２０年）３月に策定します。 

   「北区立小・中学校⾧寿命化計画」策定後は、同計画に基づいて、計画的に改築
又はリノベーション（⾧寿命化改修）事業を実施します。 

 
区立小・中学校の建築年度（校数） 

築60年 築50年 築45年

四岩小、田端小、滝二小、西ケ原小、王五小、王一小（桜田小）
飛鳥中、王二小、浮間小、滝小、西が丘小（旧清水小）、神谷小、堀小、岩小、豊川小、桐郷小、滝三小

十条台小、梅木小、とし若小
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令和２年（２０２０年）３月時点 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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３） 令和元年度 全国学力・学習状況調査の結果について 

   令和元年度（２０１９年度）に実施された「全国学力・学習状況調査」の小学校
６年生及び中学校３年生を対象とした調査結果（平均正答率）をみると、小学校６
年生は、国語・算数とも全国平均を上回っています。東京都平均と比べても、同等
以上となっています。 

   中学校３年生は、全国平均に比べ、国語はやや下回っているものの、数学・英語
は同等以上となっています。東京都平均と比べると国語・数学・英語とも平均を下
回っています。 

   今後も、学力・学習状況の調査結果の分析を行い、課題を正しく把握して、正答
率の低い分野を中心に、学力の向上を図っていく必要があります。 

  

＜小学校調査（6年生）＞ 全国

〇 70.7

〇 63.8

〇 54.7

ー

◎ 63.5

◎ 66.6

◎ 51.5

ー

＜中学校調査（3年生）＞ 全国

〇 76.1

〇 72.8

〇 61.2

ー

〇 66.1

〇 59.8

〇 46.9

ー

英語 ○ 56.0

全国の正答率に対して＋３ポイント以上の場合  ◎

全国の正答率に対してー３ポイント以上＋３ポイント未満の場合  ○

全国の正答率に対してー３ポイント未満の場合  △

全国学力・学習状況調査の結果（平均正答率）

北区 東京都

国語A

（H30まで主として知識）

平成30年度 72.0 74.0

令和元年度 65.0 65.0

国語B

（H30まで主として活用）

平成30年度 57.0 57.0

令和元年度 令和元年度は、ＡＢに分けずに「国語」として実施

算数A

（H30まで主として知識）

平成30年度 68.0 67.0

令和元年度 71.0 70.0

算数B

（H30まで主として活用）

平成30年度 56.0 55.0

令和元年度 令和元年度は、ＡＢに分けずに「算数」として実施

北区 東京都

国語A

（H30まで主として知識）

平成30年度 76.0 77.0

令和元年度 72.0 74.0

国語B

（H30まで主として活用）

平成30年度 63.0 63.0

令和元年度 令和元年度は、ＡＢに分けずに「国語」として実施

数学A

（H30まで主として知識）

平成30年度 68.0 67.0

令和元年度 60.0 62.0

令和元年度 59.058.0
※ 英語は、令和元年度から実施

数学B

（H30まで主として活用）

平成30年度 48.0 49.0

令和元年度 令和元年度は、ＡＢに分けずに「数学」として実施

 

「全国学力・学習状況調査」平成 30 年度（2018 年度）・令和元年度（2019 年度） 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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4） いじめの認知件数 

   近年、いじめに起因する深刻な事件が大きく報道され社会問題となっています。 
   文部科学省は、平成２９年（２０１７年）３月に「いじめの防止等のための基本

的な方針」の改定等を行い、いじめの定義を従来のものから拡大し、児童・生徒の
感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判断することとしました。 

   また、平成３０年（２０１８年）３月には、いじめの認知と対応が適切に行われ
なかったために重大な結果を招いた事案がいまだに発生していることを真摯に受
け止める必要があるとして、「受け手が心身の苦痛を感じる場合はいじめとして積
極的に認知をする」よう、各教育委員会等に対し通知しました。 

   このような情勢のなか、北区における平成２４年度（２０１２年度）以降のいじ
め認知件数の推移をみると、平成２８年度（２０１６年）からの件数について、特
に小学校の件数が大幅に増えています。これは、上記のいじめの定義が変わったこ
と等に起因しているものと考えられます。 

   一方で、解消率については、ここ数年は概ね９割以上となっています。これらの
ことは、学校においてけんかなど初期段階のものを含めて、正確に認知をするとと
もに、いじめの解消に向けて取り組んでいるものと認識しています。 

   今後も、いじめの発生を減らすことはもとより、発生したいじめを確実に解消す
るため、より一層、取組を進めていく必要があります。 

 

　　　件数

項目
小学校 中学校 合計 小学校 中学校 合計 小学校 中学校 合計 小学校 中学校 合計 小学校 中学校 合計 小学校 中学校 合計 小学校 中学校 合計

いじめ認知 66 90 156 120 74 194 94 60 154 81 75 156 459 143 602 1,106 148 1,254 1,667 178 1,845

解消 55 73 128 98 66 164 79 55 134 70 71 141 422 135 557 996 122 1,118 1,600 166 1,766

継続 11 17 28 22 8 30 15 5 20 11 4 15 37 8 45 110 26 136 67 12 79

解消率 83.3% 81.1% 82.1% 81.7% 89.2% 84.5% 84.0% 91.7% 87.0% 86.4% 94.7% 90.4% 91.9% 94.4% 92.5% 90.1% 82.4% 89.2% 96.0% 93.3% 95.7%

北区立小・中学校いじめ認知件数の年度推移（平成24年度以降）

平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

解消 128 164 134 141 557 1118 1766

継続 28 30 20 15 45 136 79
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5） 不登校児童・生徒数 

   区立小・中学校における不登校児童・生徒の年度別の人数をみると、小学校につ
いては増加傾向にあり、平成２８年度（２０１６年度）から７０人台に推移し、平
成３０年度（２０１８年度）は９０人となっています。中学校については、平成２
２年度（２０１０年度）から減少傾向で推移していましたが、平成２８年度（２０
１６年度）以降再び増加し、過去のピーク時に近い数字となっています。 

   北区の独自調査による平成３０年度（２０１８年度）の不登校児童・生徒の出現
率は、小学生が０.７３％、中学生が４.１３％で、国が実施した「平成３０年度（２
０１８年度）児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」の
の値をともに上回っています。不登校対応のさらなる充実が求められています。 

学年別の不登校児童・生徒数

小学校

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1年 3 1 0 1 2 3 3 3 4 3

2年 3 3 2 1 3 7 7 6 8 10

3年 6 6 4 4 1 7 7 10 13 12

4年 1 7 12 9 11 7 6 17 11 15

5年 9 5 3 13 13 11 8 13 22 20

6年 13 12 9 8 22 20 23 21 16 30

合計 35 34 30 36 52 55 54 70 74 90

在籍児童数 11,714 11,721 11,635 11,536 11,581 11,573 11,653 11,792 12,063 12,324

小出現率 0.30% 0.29% 0.26% 0.31% 0.45% 0.48% 0.46% 0.59% 0.61% 0.73%

国小出現率 0.32% 0.32% 0.33% 0.31% 0.36% 0.39% 0.42% 0.47% 0.54% 0.70%

中学校

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

1年 38 48 44 39 32 47 37 39 50 46

2年 60 78 56 56 56 71 55 67 60 76

3年 63 70 75 64 74 57 61 76 81 61

合計 161 196 175 159 162 175 153 182 191 183

在籍生徒数 4,396 4,495 4,628 4,605 4,586 4,604 4,605 4,565 4,505 4,429

中出現率 3.66% 4.36% 3.78% 3.45% 3.53% 3.80% 3.32% 3.99% 4.23% 4.13%

国中出現率 2.77% 2.73% 2.64% 2.56% 2.69% 2.76% 2.83% 3.01% 3.25% 3.65%

小中合計

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

総計 196 230 205 195 214 230 207 252 265 273

小中在籍数 16,110 16,216 16,263 16,141 16,167 16,177 16,258 16,357 16,568 16,753

合計出現率 1.22% 1.42% 1.26% 1.21% 1.32% 1.42% 1.27% 1.54% 1.59% 1.62%

国出現率 1.15% 1.13% 1.12% 1.09% 1.17% 1.21% 1.26% 1.35% 1.47% 1.69%
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6） 全国体力・運動能力、運動習慣等調査 

   小学校では、東京都の数値を上回る項目がやや多い一方、中学校では東京都の数
値を下回る項目が多く見られます。 

   子どもの体力・運動能力等の低下は大きな課題であり、取組の充実が求められま
す。 

東京都 東京都
1 握力 （kg） 筋力 ○ 16.8 16.6 ○ 16.9 16.6
2 上体起こし （回） 筋持久力 △ 19.7 20.3 △ 19.8 20.2
3 長座体前屈 （㎝） 柔軟性 ○ 33.9 33.5 △ 32.7 33.6
4 反復横跳び （点） 敏捷性 ○ 42.6 42.1 ○ 43.4 42.2
5 20mシャトルラン （回） 全身持久力 △ 51.0 51.7 △ 50.9 51.3
6 50m走 （秒） スピード ○ 9.1 9.2 9.2 9.2
7 立ち幅跳び （㎝） 瞬発力 △ 148.2 151.7 ○ 152.7 152.4
8 ボール投げ （ｍ） 投能力 ○ 22.0 21.8 ○ 22.1 21.4

東京都 東京都
1 握力 （kg） 筋力 ○ 16.4 16.2 ○ 16.6 16.2
2 上体起こし （回） 筋持久力 △ 18.8 19.4 △ 19.3 19.4
3 長座体前屈 （㎝） 柔軟性 ○ 38.4 38.2 △ 38.1 38.2
4 反復横跳び （点） 敏捷性 ○ 41.2 40.4 ○ 42.2 40.5
5 20mシャトルラン （回） 全身持久力 △ 40.1 40.5 △ 40.3 40.4
6 50m走 （秒） スピード ○ 9.4 9.5 ○ 9.4 9.5
7 立ち幅跳び （㎝） 瞬発力 △ 143.9 145.5 ○ 147.0 146.0
8 ボール投げ （ｍ） 投能力 ○ 13.3 13.1 ○ 13.6 12.9

東京都 東京都
1 握力 （kg） 筋力 ○ 29.4 28.6 ○ 29.6 28.6
2 上体起こし （回） 筋持久力 △ 27.2 27.6 △ 27.2 27.4
3 長座体前屈 （㎝） 柔軟性 △ 38.6 42.2 △ 39.4 42.1
4 反復横跳び （点） 敏捷性 △ 52.0 52.4 ○ 52.7 52.4
5 20mシャトルラン （回） 全身持久力 △ 78.9 83.2 △ 81.0 83.2
6 50m走 （秒） スピード △ 8.0 7.9 7.9 7.9
7 立ち幅跳び （㎝） 瞬発力 △ 193.3 194.2 △ 193.4 195.4
8 ボール投げ （ｍ） 投能力 △ 19.4 20.3 △ 20.1 20.4

東京都 東京都
1 握力 （kg） 筋力 ○ 24.0 23.5 ○ 24.1 23.6
2 上体起こし （回） 筋持久力 △ 23.5 24.1 △ 23.7 24.3
3 長座体前屈 （㎝） 柔軟性 △ 42.7 44.9 △ 44.5 45.2
4 反復横跳び （点） 敏捷性 △ 46.2 47.1 △ 46.7 47.4
5 20mシャトルラン （回） 全身持久力 △ 54.2 57.5 △ 58.2 58.5
6 50m走 （秒） スピード 8.8 8.8 ○ 8.7 8.8
7 立ち幅跳び （㎝） 瞬発力 △ 164.1 168.3 △ 166.1 169.8
8 ボール投げ （ｍ） 投能力 △ 12.3 12.5 △ 12.5 12.6

○：都と比較して高い
△：都と比較して低い

中２男子
平成２９年度 平成３０年度

北区 北区

小５男子
平成２９年度 平成３０年度

北区 北区

小５女子
平成２９年度 平成３０年度

北区 北区

中２女子
平成２９年度 平成３０年度

北区 北区

 
「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」平成２９年度（２０１７年度）・平成３０年度（２０１８年度） 
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7） 学校のＩＣＴ機器整備状況 

   北区では、平成１９年度（２００７年度）から他の自治体に先駆けて、各学校の
パソコン教室に学習用パソコンを配置し、平成２１年度（２００９年度）から平成
２７年度（２０１５年度）にかけて、小学校全校に電子黒板１台とすべての教室に
デジタルテレビを導入するとともに、中学校のすべての教室に電子黒板を整備しま
した。 

   老朽化が進むデジタルテレビ・電子黒板については、令和６年度（２０２４年度）
までにプロジェクター（電子黒板機能付きを含む）に入替を行う予定です。 

   また、平成２４年度（２０１２年度）から校務の効率化と教員の負担軽減を図る
ため、教務用パソコンの導入も図りました。 

   時代にふさわしい豊かな教育環境の整備に向けて、機器・設備の更新を行うとと
もに、新たな機器・設備の導入を推進していきます。 

   ＩＣＴは、今後一層社会に浸透し、国民生活等を支える社会基盤になっていくと
考えられます。ＩＣＴ機器の整備にあわせて、子どもたちの情報活用能力の向上や
情報モラルに関する教育の充実が求められています。 

 

令和元年度 各小・中学校のＩＣＴ機器整備状況（令和元年 9 月 1日現在） 

 
校務用 

パソコン 

教務用 

パソコン 

学習用 

パソコン 

デジタル 

テレビ 
電子黒板 

プロジェク 

ター 
実物投影機 

ブルーレイ

レコーダー 

小学校 

35 校 
896 台 710 台 4,361 台 682 台 317 台 144 台 773 台 655 台 

中学校 

12 校 
344 台 275 台 1,380 台 158 台 307 台 22 台 187 台 205 台 

計 1,240 台 985 台 5,741 台 840 台 624 台 166 台 960 台 860 台 

※学習用パソコンには、タブレットＰＣも含む。 

 タブレットＰＣの台数：小学校 4,320 台／中学校 1,380 台 

※電子黒板の台数には、デジタルテレビと組み合わせて使用する後付電子黒板も含む。 

  後付電子黒板の台数：小学校 5台／中学校 138 台 

 ※電子黒板の台数には、電子黒板機能付プロジェクターも含む。 

  プロジェクター型電子黒板：小学校 271 台／中学校 68台 

 

【導入ソフトウェア】 

 マイクロソフトオフィス、スカイメニュー、キューブきっず（小学校のみ）等 

【ネットワーク】 

校内無線ＬＡＮ（校舎内全体で接続可能） 

全学校で教室に有線ＬＡＮ端子あり 

【パブリックコメント】
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8） 外国人児童・生徒数 

   区立小・中学校に通っている外国人児童・生徒は、平成２６年度（２０１４年度）
は３１７人でしたが、平成３０年度（２０１８年度）には５５６人となり、４年間
で２３９人の増となっています。 

   今後も、外国人の定住化などにより、外国人児童・生徒の増加が見込まれます。
帰国児童・生徒、外国人児童・生徒の実態に即した指導を行うとともに、グローバ
ル教育の視点をもって対応していく必要があります。 

「北区人口推計調査報告書」（平成３０年（２０１８年）４月）をもとに作成

平成26年度

（2014年）

平成27年度

（2015年）

平成28年度

（2016年）

平成29年度

（2017年）

平成30年度

（2018年）

区立小学校 233 276 321 368 418

区立中学校 84 78 101 119 138

合　計 317 354 422 487 556

区立小・中学校の外国籍児童・生徒数の推移
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区立小学校 区立中学校

平成30年内訳
中国 10,411
韓国・朝鮮 2,613
ベトナム 1,752
ネパール 1,265
バングラデシュ 1,191
その他 3,722
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9） 働き方改革（学校における働き方改革推進プラン） 

   北区立学校における働き方改革については、平成２９年（２０１７年）１１月以
降、教育委員会に検討組織を設置（平成３０年（２０１８年）１０月に改組）し、
教員の意見や国・東京都の方針等を踏まえ、基本的な考え方や具体的な取組につい
て検討を進めてきました。また、平成３０年（２０１８年）１０月～１１月には、
北区立学校の教員を対象とした勤務実態等についての調査も実施しました。 

   検討委員会における協議及び実態調査の結果を踏まえ、平成３１年（２０１９年）
３月に「北区立学校における働き方改革推進プラン」を策定しました。本プランは、
東京都教育委員会が平成３０年（２０１８年）２月に策定した「学校における働き
方改革推進プラン」のなかで、各区市町村教育委員会に策定を求めている「区市町
村教育委員会における実施計画」として位置付けています。 
 

  【取組の基本的方向】 
   （１）適正な勤務管理と意識改革の推進 
   （２）事務改善の推進 
   （３）業務分担の見直し 
   （４）学校を支える人員体制の充実 
   （５）部活動関係 
   （６）教員人事制度等の改善に向けた国・都への働き掛け 
 

【パブリックコメント】
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２ 北区が目指すべき教育の方向 

（１）北区教育委員会の教育目標 
   教育基本法の第１条では、教育の目的を「人格の完成を目指し、平和で民主的な

国家及び社会の形成者として必要な資質を備えた心身ともに健康な国民育成」とし、
第２条以降で、目的を実現するための基本的な考え方が定められています。 

   このような教育基本法の考え方を踏まえ、人間尊重の精神を基調としつつ、「教
育先進都市・北区」の教育は、次の教育目標に示した人間の育成を目指します。 

 

 
 
 
  「教育先進都市・北区」の教育は、教育基本法に則り、人間尊重の 

精神を基調とする。 
  地域社会の一員としての自覚のもと、ふるさと北区に誇りをもち、 
 自らの力で人生を切り拓き、広く国際社会に貢献することのできる、 
 心身ともに健康で文化的な資質をもつ人間を育成することを目指す。 

（平成 22 年（2010 年）１月 28 日 決定） 

 北区教育委員会の教育目標 
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（２）北区教育・子ども大綱 
   令和元年（２０１９年）１１月には、総合教育会議における区⾧と教育委員会と

の協議・調整を経て、今後５年間の北区の教育・学術及び文化の振興と子育て分野
の事業に関する総合的な施策に関する目標や施策の根本となる方針として、「北区
教育・子ども大綱」が策定されました。 

   このなかで、教育分野に関わる部分は次のとおりです。 
 

 
 
 
 【理念】 
  ・ 基本的人権を尊重し、笑顔と希望があふれ、誰もが自分らしく学び、自

分らしく活躍できる社会を目指します。 
  ・ 未来を切り拓いていく力を伸ばし、豊かな人間性と思いやりの心を持て

るよう、学びあい、育ちあう社会を実現します。 
 【教育分野】 

基 本 方 針 
  『まなび』 個の成⾧ 
    ≪自ら学び・考え・行動する力の育成≫ 
     変化が激しく、多様化・複雑化する社会にあって、自立し生き抜いて

いく力を育みます。 
  『ささえ』 協働と貢献 
    ≪地域を支え社会に貢献する人づくり≫ 
     個の成⾧により活躍の場を広げ、他者と協働し、関わり合いながら地

域を支え、社会に貢献する人材を育成します。 
  『つなぐ』 継承と循環 
    ≪世代を超えてつながる学びの創造≫ 
     教えられた者が教える側へ、世代を超え、生涯を通じた学びのつなが

り（教育循環型社会）を創造します。 

 

地域の子どもは地域で育てるという視点に立ち、学校・家庭・地域を
始めとした地域社会全体が一体となって相互に連携・協力し、豊かな人
間性と創造性を備え、急激に変化するこれからの社会を主体的・創造的
に生き抜いていく人間の育成を目指した学びや育ちを支えます。 

 北区教育・子ども大綱 
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（３）これからの北区の教育 
   上記の教育目標や教育・子ども大綱に掲げられた理念を達成するためには、教育

を取り巻く環境が激しく変化するなか、これに伴う諸課題の一つひとつに適切に取
り組んでいかなければなりません。それには、行政の力だけでなく、今まで以上に
家庭や地域、関係機関や関係団体など、まさに地域社会が一体となって取組を展開
していくことが重要です。また、限りある財源や人材等を有効かつ効果的に活用す
ることも重要です。 

   北区教育ビジョン２０１５では、「教育先進都市・北区」にふさわしい生涯学習
社会の創造を目指し、教育環境のありかたの見直しや地域のきずなづくりなど、教
育を取り巻く環境のさらなる変化とそれに伴う諸課題に適切に対応していくため、
北区教育ビジョン２０１５の施策全体を貫く視点として、「まなび・ささえ・つな
ぐ」の３つの視点を掲げました。 

   令和元年（２０１９年）１１月に策定された北区教育・子ども大綱では、教育分
野の基本方針として、これまで北区教育ビジョン２０１５で掲げていた３つの視点
を掲げています。 

   本ビジョンにおいても、北区教育・子ども大綱で定められた教育分野における基
本方針及び北区教育ビジョン２０１５を推進し得ることができた成果を踏まえ、
「まなび・ささえ・つなぐ」を継承してまいります。 

   さらに、今後、大きく変化し続けることが予見される社会情勢に適応した施策を
具現化することで、激動の時代を豊かに生き抜き、社会に貢献できる人材を育むと
ともに、「誰もが自分らしく学び、自分らしく活躍できる社会」、「ともに学び、と
もに育つ社会の実現」を目指し、令和の時代を生きる子どもたちの健やかな育ちに
資するため、取り組んでまいります。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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第４章 「北区教育ビジョン２０２０」の施策展開 

 

１ 施策展開の構成 

   第３章「『北区教育ビジョン２０２０』の基本的な考え方」における「１ 北区
の教育を取り巻く環境の変化」及び「２ 北区が目指すべき教育の方向」を踏まえ、
「教育先進都市・北区」の魅力をより一層高めるために、１４の「取組の方向」を
掲げ、体系的に整理しました。 

 

２ 北区教育ビジョン２０２０の体系について 

   施策展開について、「Ⅰ 学びの基盤をつくる」、「Ⅱ 豊かな教育環境をつくる」、
「Ⅲ 学び合う絆をつくる」の３つの柱のもと、１４の「取組の方向」ごとに、事
業群（重点事業及び推進事業）を整理しました。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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３　北区教育ビジョン２０２０　体系図

（１）地域と一体となった教育の推進
（２）就学前教育・保育の充実
（３）将来を見据えた小中一貫教育の推進

（４）基礎的な知識及び技能の確実な定着
（５）思考力・判断力・表現力や問題解決能力等の育成
（６）主体性をもって多様な人々と協働して学ぶ態度の育成
（７）リーディングスキルの育成

（８）心の教育・道徳教育の推進
（９）体験活動の充実
（10）いじめの根絶

（11）体力の向上・健康の増進
（12）保健指導・食育の推進

５　共に学び合い、共に成長する力 （13）一人ひとりに応じた多様な学びの場の支援・指導の充実
　を育てる （14）インクルーシブ教育システムの構築を目指した特別支援教育の推進

（15）不登校児童・生徒への支援

６　グローバル社会で活躍できる子 （16）英語教育の充実
　どもを育てる （17）ふるさと北区への愛着を育む事業の推進

（18）国際理解教育の推進

７　社会の持続的な発展を牽引する （19）命を守る・救える人材の育成
　ための多様な力を伸ばす （20）科学技術を社会に活かす人材の育成

（21）情報活用能力の育成
（22）社会の変化に対応できる力の育成
（23）社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成

（24）教員の指導力の向上・体罰の根絶
（25）教員の指導環境の充実
（26）学校の経営力の強化

９　質の高い学校教育を支える施設 （27）長寿命化計画の推進
　設備等を整備する （28）学校施設設備等の整備の推進

（29）区立小学校の適正配置の推進

10　安全・安心で豊かな教育環境 （30）学びのセーフティネットづくり
　 を整備する （31）教育相談体制の強化

（32）子どもの居場所づくり
（33）高校・大学との連携
（34）企業・ＮＰＯ等との連携

11　家庭の教育力の向上を支援す （35）子どもの読書活動の充実
　 る （36）家庭教育に関する講座等学習機会の充実

（37）保護者への支援

12　地域の教育力の向上を支援す （38）地域との協働
　 る （39）青少年教育の振興

（40）社会教育活動の支援

13　生涯にわたる一人ひとりの主 （41）学習機会の拡充
　 体的な学びを支援する （42）身近な学習の場の整備

（43）区民との協働による図書館事業の推進

（44）ふるさと北区への愛着を深める事業の推進
（45）文化財の保護・活用と保存・継承
（46）魅力的な文化・芸術活動の推進

14　文化・芸術活動を振興する

Ⅲ
　
学
び
合
う
絆
を
つ
く
る

Ⅱ
　
豊
か
な
教
育
環
境
を
つ
く
る

８　学校の教育力・経営力を高める

４　健やかな体を育てる

３　豊かな心を育む

3つの柱 取組の方向 主な施策

Ⅰ
　
学
び
の
基
盤
を
つ
く
る

１　０歳からの育ち・学びを支える

２　確かな学力を保証する

施策展開の３つの柱 ・ 取組の方向 ・ 主な施策

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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北区の部屋事業 子どもかがやき顕彰
伝統芸能の継承者の育成支援

「史跡のまち・北区」のＰＲ 文化財を活用したふるさと学習事業 北区文化振興財団との連携
飛鳥山博物館の講座・企画展の充実 連合文化行事活動の推進

図書館利用におけるバリアフリーの推進
区民との協働による図書館づくり

地域活躍ステップアップ事業 生涯にわたる多様な学習機会の提供

青少年地区委員会活動推進事業
学校支援ボランティア活動推進事業 生涯学習講座支援事業

学校施設の地域開放 教育広報紙「くおん」の発行 青少年委員活動の充実

家庭教育学級等の充実 子どもの読書活動の推進 子育て支援情報の提供
早寝・早起き・朝ごはんプロジェクト みんなで育児応援プロジェクト
子育て情報支援サービスの充実 ひとり親家庭等相談支援事業（そらまめ相談室）

ＰＴＡ活動支援

学校公開講座

生活困窮・ひとり親世帯等の小・中学生への
学習支援事業

学校給食費保護者負担軽減事業 教育実践演習
子どもセンター・ティーンズセンターへの移行 往還型教育実習

スクールソーシャルワーカーの拡充 子どもの居場所づくり（子ども食堂）支援事業 大学図書館との連携

学校の改築 学校施設設備等の整備
小学校の適正配置の推進

放課後子ども総合プランの充実

学校評議員等による学校評価制度

教員の質を高める方策についての検討 指導力向上を目指した各種研修の充実
教育先進都市を支える学校働き方改革 教育アドバイザーの活用

コミュニティ・スクールの推進

学校施設のリノベーション（長寿命化改修）
事業の推進
今後の人口動向を見据えた教育環境の充実

ＳＤＧｓの達成に向けた教育の充実 情報教育の推進
特色ある教育活動支援事業 新聞大好きプロジェクト

理科大好きプロジェクト 防災・安全教育の推進 環境教育の推進
ＩＣＴ教育の充実 海洋教育の推進 キャリア教育の推進

オリンピック・パラリンピック教育の推進及
びレガシーの構築

中学校生徒海外交流事業
パリ２０２４競技大会を見据えた東京国際フ
ランス学園との連携推進

北区ゆかりの偉人を学ぶ事業 国際理解教育の推進
イングリッシュ・サマーキャンプ

検定料補助事業 英語が使える北区人事業

特別支援教育に係る巡回指導・専門家チーム
の派遣

特別支援学級における専門的な指導の充実 適応指導教室における社会的自立に向けた支援の充実

特別支援教育に係る理解啓発の推進

小・中学校特別支援学級の設置 日本語適応指導教室 特別支援学級の合同行事の推進

（仮称）東洋大学連携事業・体力の向上 体育・健康に関する指導の充実 学校保健の充実
長なわトライ 連合体育行事活動の推進

いじめ防止の取組の徹底 いじめ相談ミニレター

学校図書館支援

人権教育の推進 自然体験活動の充実 北区サポートチーム
道徳教育の推進 社会体験活動の推進 Ｑ－Ｕの実施

魅力ある学校図書館づくり事業

施設一体型小中一貫校の設置 きらきら０年生応援プロジェクト
「小中一貫教育カリキュラム」の活用

事業群（重点事業） 事業群（推進事業）

区立認定こども園の設置 サブファミリーによる特色ある教育の推進

確かな学力向上プロジェクト 言語活動の推進
教科担任制の導入

主な施策に基づく事業群

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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１ ０歳からの育ち・学びを支える 

 
 
【主な施策】 
 （１）地域と一体となった教育の推進 
 （２）就学前教育・保育の充実 
 （３）将来を見据えた小中一貫教育の推進 

 
主なポイント 
 ❍ 北区学校ファミリー構想のもと、小中一貫教育を推進するとともに、小学校と幼稚園・

認定こども園・保育園との連携を深め、サブファミリーを基盤とする育ちや学びの連続
性を踏まえた事業を展開し、学校・家庭・地域の教育力の向上を目指します。 

 ❍ 学校や地域の特性にあわせたカリキュラム・マネジメントにより、教育活動の質の向
上を図ります。 

 ❍ 幼稚園・認定こども園・保育園と小学校が連携し、就学前の子どもの教育・保育の充
実を図ります。 

 ❍ 就学前の子どもを対象に、教育と保育を一体的に提供する施設を整備していきます。 
 
現状と課題 
 ❍ 幼稚園教育要領、保育所保育指針及び幼保連携型認定こども園教育・保育要領が改訂

され、「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」が明確化され、小学校と共有すること
により就学前教育と小学校教育との接続を推進することとされました。 

 ❍ 小学校学習指導要領、中学校指導要領が改訂され、小学校教育・中学校教育との接続
について、それぞれ明文化されました。教科等間の横のつながりや、幼小、小中、中高
における縦のつながりの見通しをもつことが必要となります。 

   こうしたことも踏まえ、各学校が、縦と横のつながりを意識しながら、その特色に応
じた教育課程を編成しカリキュラム・マネジメントを実現できるよう、小中一貫教育を
推進することがますます重要となります。 

 ❍ 子育てを巡る環境の変化は、多様な生活体験や人間関係を学ぶ機会の不足を招いてお
り、小学校入学時における小学校生活への変化を乗り越える力の育ちに課題がみられま
す。 

 ❍ 平成２８年度（２０１６年度）から小中一貫教育が制度化され、義務教育学校及び小
中一貫型の小・中学校における柔軟な学年段階の区切りの設定や、小・中学校段階の９
年間を一貫させた教育課程の編成などを進めることとなりました。 

 ❍ 親の働き方が多様化することに伴って、ニーズも多様化し、従来の保育園や幼稚園の
枠組みを超え、就学前の子どもを対象に、教育と保育を一体的に行う施設が求められて

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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います。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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（仮称）都の北学園イメージ 

重点事業 ）区立認定こども園の設置 

 
 ❐ 少子化が進展するなかで、就学前教育・保育の重要性が増していることを踏まえ、す

べての子どもを対象に、就学前教育・保育を実施する認定こども園の設置を推進してい
きます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 検討 
基本・ 

実施設計 
実施設計 

整備 整備・完成 １園設置 

【学校支援課】 
 
重点事業 ）施設一体型小中一貫校の設置 
 
 ❐ 北区の教育が抱える諸課題の解決に資する学校

となることを目指し、義務教育学校（施設一体型
の小中一貫校）として、神谷中サブファミリーに
（仮称）都の北学園を設置します。 

   小中一貫教育のさらなる向上を図り、積極的に
新たな取組にチャレンジできるよう、教育内容を
より一層充実させます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 校舎の 
新築工事 

   
１校開校 

【教育政策課 学校改築施設管理課 教育指導課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ サブファミリーによる特色ある教育の推進【教育政策課】 
   区内１２の中学校区内にある小・中学校、幼稚園・認定こども園、それぞれを一つの

サブファミリーとし、小学校と幼稚園・認定こども園、保育園との連携を深めた、サブ
ファミリーを基盤とする一体的で、育ちや学びの連続性を踏まえた教育活動を展開しま
す。 

 
 ❐ きらきら０年生応援プロジェクト【教育政策課】 
   小学校教育への円滑な接続を図るために、保幼小交流プログラム及び保幼小接続期カ

リキュラムの幼児教育施設での活用を推進します。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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   保育士・教員の資質・能力の向上を図る研修の実施や幼稚園・認定こども園・保育園
の園児と小学生との交流事業を実施します。 

   また、小学校入学を控えた子どもをもつ保護者を対象に、「小学校生活への滑らかな
接続を目指す入学当初の工夫」、「入学に向けて子育てで大切にしたいこと」、「お子さん
の発達が気になる保護者の方へ」など、小学校入学前の準備や不安解消をテーマとした
「小学校入学前子育てセミナー」を開催し、小学校生活への円滑な接続を図ります。 

 
 ❐ 「小中一貫教育カリキュラム」の活用【教育指導課】 
   義務教育９年間を見据えたカリキュラムを活用することで、学習指導の連続性と生活

指導の系統性を確保し、区内小・中学校における一貫性のある教育を推進していきま
す。 

 
《関連事業》 
 ・ キャリア教育の推進（p.６２） 
 ・ コミュニティ・スクールの推進（p.６８） 
 ・ 学校評議員等による学校評価制度（p.６８） 
 ・ 子どもの読書活動の推進（p.８２） 
 ・ 早寝・早起き・朝ごはんプロジェクト（p.８２） 
 ・ 学校支援ボランティア活動推進事業（p.８５） 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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２ 確かな学力を保証する 

 
 
【主な施策】 
 （４）基礎的な知識及び技能の確実な定着 
 （５）思考力・判断力・表現力や問題解決能力等の育成 
 （６）主体性をもって多様な人々と協働して学ぶ態度の育成 
 （７）リーディングスキルの育成 

 
主なポイント 
 ❍ 基礎的・基本的な知識及び技能の習得、思考力・判断力・表現力等、確かな学力の定

着を目指します。 
 ❍ 主体的・対話的で深い学びを通して、自らの考えをもって、多様な他者と協働し、こ

れからの時代を生き抜き、未来を創るために必要となる資質・能力を育成します。 
 ❍ 文章に書かれている意味を正確にとらえ、新しい知識を身に付けるために必要な「読

む力」の育成を目指します。 
 
現状と課題 
 ❍ 新学習指導要領の全面実施に伴い、知識の理解の質を高め、子どもに必要な資質・能

力を育む教育の実現がより一層求められています。 
 ❍ 国において、義務教育９年間を見通した指導体制の整備に向けて、小学校高学年の児

童の発達の段階や、外国語教育をはじめとした教育内容の専門性の向上なども踏まえる
と、小学校高学年からの教科担任制の本格的導入を検討すべきではないかとの議論がさ
れています。 

 ❍ 北区の児童・生徒の学力の状況は、北区基礎・基本の定着度調査において、各教科・
各学年において概ね目標値を達成しているものの、令和元年度（２０１９年度）調査に
おいては、中学校３年生の社会科及び中学校全学年の理科において、知識の定着、資料
活用、観察・実験の技能、思考・表現等多くの項目に課題がみられました。 

 ❍ 児童・生徒の学力の状況を分析し、学力の定着や向上に向けて、「つまづきゼロプロ
ラン」や授業改善推進プランを各学校で作成し、学力向上を目指すとともに、小学校に
おいては「学力フォローアップ事業」、中学校においては「スクラム・サポート事業」
により、放課後学習や家庭学習との連動を図り、児童・生徒の基礎学力の定着を図りま
した。 

   特に、理科においては、理科教育アドバイザーや大学等との連携により、学校への訪
問指導による教員の授業力向上に努めており、今後もこれらの取組を継続しつつ、各学
校において主体的・対話的で深い学びにつながる授業改善を推進していく必要がありま
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す。 
 ❍ 新学習指導要領において、「何を学ぶか」だけでなく「どのように学ぶか」が重視さ

れ、授業においては主体的・対話的で深い学びの視点での授業改善が求められていま
す。 

   これからの変化の激しい時代を生き抜き、生涯にわたり主体的に学び続ける児童・生
徒を育成するには、知識・技能の習得に加え、他者と協働しながら課題を解決するため
に必要な思考力・判断力・表現力等や、主体的に学習に取り組む態度を育むことが不可
欠です。 

   そして、社会が直面する様々な変化を柔軟に受け止め、感性を豊かに働かせながら、
どのような未来を創っていくのか、どのように社会や人生をよりよいものにしていくの
か、児童・生徒が自ら考えられるようにしなければなりません。 

 ❍ こうした資質・能力を育成していくために、「主体的・対話的で深い学び」の実現に
向けた授業改善に取り組み、質の高い授業を展開していくことが、すべての教員に求め
られています。カリキュラム・マネジメントを通して、学校全体の取組として、質の高
い「深い学び」を引き出していくことが重要です。 

 ❍ 新学習指導要領では、学校図書館を計画的に利用し、その機能の活用を図り、児童・
生徒の主体的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善に生かすとともに、児童・生
徒の自主的・自発的な学習活動や読書活動を充実することとされています。 

 ❍ 児童・生徒の主体性や資質・能力を引き出し、学習の理解をより確かなものにすると
ともに、児童・生徒の理解力の向上を図るため、学校図書館機能の充実が求められてい
ます。 

 ❍ さらに、学力向上のためには、子どもたちにすべての教科の基礎となる「文章を読み
解く力」をつけることが重要であり、文章のしくみや意味を正しく理解するために必要
な「読む力」を育成することが必要です。 
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重点事業 ）確かな学力向上プロジェクト 
 
 ❐ 学力パワーアップ非常勤講師や家庭教育アドバイザーによる教員の授業力向上に加

え、学力フォローアップ教室や本気でチャレンジ教室による児童・生徒の学力のつまず
き防止を行うことで、一貫して安定した学びの環境を整えます。 

  ・ 学力パワーアップ事業 
    基礎・基本の学力定着と向上を図るため、小・中学校に「学級経営支援員」を配置

し、学級経営全般を支援するとともに、「学力パワーアップ非常勤講師」を配置し、
児童・生徒一人ひとりに行き届くきめ細かな指導を実践します。 

  ・ 中学校スクラム・サポート事業 
    全区立中学校の数学教員に対して専任の教育アドバイザーが巡回指導を行い、授業

力の向上に努めます。また、各校に配置された家庭学習アドバイザーが生徒の課題に
応じた個別指導、家庭学習教材を作成することで、学習習慣の定着や意欲の向上を図
ります。 

  ・ 学力フォローアップ教室事業 
    小学校３～６年生を対象に、放課後補習を実施し、小学校で習得すべき学力を小学

生のうちに身に付けることで、中学校教育への円滑な接続を図ります。 
  ・ 本気でチャレンジ教室 
    中学生の基礎学力の定着・向上を図るため、夏季休業期間を活用して、少人数指導

の学習教室「本気でチャレンジ教室（夏季）」を実施します。また、冬季休業期間に
は、高校受験を控えた中学校３年生を対象とする「本気でチャレンジ教室（冬季）」
を実施し、生徒一人ひとりの夢や希望する進路の実現に向けてサポートしていきま
す。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 拡充 
   

推進 

【教育指導課】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日

- 34 -



 
重点事業 ）教科担任制の導入 
 
 ❐ 小学校や義務教育学校の前期課程における特定の教科について、複数の学級で専門的

に教える「教科担任制」を導入し、より深く分かりやすい授業を行います。 
   教員は、特定の教科の準備に多くの時間を充てることができるため、児童の意欲や関

心を喚起させる工夫を充実させ、児童一人ひとりのつまずきやニーズにあった深い学び
を実践します。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 検討 
 

モデル実施 
 

1 校導入 

【教育指導課】 
 
重点事業 ）魅力ある学校図書館づくり事業 
 
 ❐ 児童・生徒が本をより身近に感じ、意欲的な学習活動や読書活動につなげられるよ

う、本の知識が豊富な学校図書館指導員の配置、読み聞かせや学校図書館内の整備を支
援するボランティアの協力、学校図書館システムによる蔵書管理など、学校図書館に係
る環境整備の充実を図ります。 

   また、児童・生徒の読書力や国語力を高めるため、学校において読み聞かせ活動や読
書講演会を実施します。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 拡充 推進 
   

【教育指導課 中央図書館】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 言語活動の推進【教育指導課】 

 基礎的な知識及び技能の定着だけではなく、学んだ知識や技能を活用する授業を実施
し、調べ学習へつなげていくことを通して、思考力・判断力・表現力や問題解決能力を
育成します。 

 
 ❐ 学校図書館支援【中央図書館】 
   学校図書館システムの運営により、学校図書の貸出、返却、蔵書管理を支援します。

また、区立小・中学校全校に配置された学校図書館指導員と連携し、学校図書館整備を
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進め、学校図書館利用と授業支援、読書活動の推進を図るとともに、学校パックなどに
よる図書の提供等を行います。 

 
《関連事業》 
 ・ サブファミリーによる特色ある教育の推進（p.３０） 
 ・ 「小中一貫教育カリキュラム」の活用（p.３１） 
 ・ 自然体験活動の充実（p.４０） 
 ・ 検定料補助事業（p.５２） 
 ・ 英語が使える北区人事業（p.５５） 
 ・ 理科大好きプロジェクト（p.６０） 
 ・ 防災・安全教育の推進（p.６１） 
 ・ 新聞大好きプロジェクト（p.６２） 
 ・ 環境教育の推進（p.６２） 
 ・ キャリア教育の推進（p.６２） 
 ・ 子どもの読書活動の推進（p.８２） 
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【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日

- 37 -



３ 豊かな心を育む 

 
 
【主な施策】 
 （８）心の教育・道徳教育の推進 
 （９）体験活動の充実 
 （10）いじめの根絶 

 
主なポイント 
 ❍ 思いやりの心、生命尊重の心、自尊感情や他者との信頼関係を築く力など、子どもの

豊かな人間性の育成を図ります。 
 ❍ 岩井学園や夏季施設での宿泊を伴う自然体験活動等、豊かな自然のなかで活動し、規

則正しい集団生活を行うことを通して、他者と協働し、問題解決を図る経験をすること
で、調和のとれた心身の発達を図るとともに、社会性や豊かな人間性の基礎を育成しま
す。 

 ❍ 子どもが安心して心豊かに成⾧することができる社会実現のため、家庭や地域と協力
して人権教育や道徳教育の充実を図り、偏見や差別意識、いじめの解消や体罰の根絶に
向けて取り組みます。 

 
現状と課題 
 ❍ 道徳教育は、自己の生き方を考え、主体的な判断の下に行動し、自立した一人の人間

として他者と共によりよく生きるための基盤となる道徳性を養うことを目標とする教育
活動であり、社会の変化に対応し、その形成者として生きていくことができる人間を育
成するうえで重要な役割をもっています。 

 ❍ 平成２８年度（２０１６年度）から（中学校は平成２９年度（２０１７年度）から）
先行実施となった「特別の教科 道徳」は、各教育活動における道徳教育の要であり、
各教育活動と道徳科とが、相互に関連し、その特質を捉えた学習を計画的、発展的に展
開する必要があります。 

 ❍ Society5.0 と呼ばれる時代を迎えようとしているなか、ＩＣＴ教育の充実など、高度
情報化社会を生き抜くために必要な情報活用能力の育成が重要性を増している一方、子
どもが自然のなかで豊かな体験をすることで感性を豊かにする機会が限られており、そ
うした機会の創出が求められています。 

 ❍ 「教育ビジョン２０２０」策定に関するアンケート調査の結果によると、公立学校の
教育に求めるものとして「いじめの早期発見・早期対応ができる」が２番目に多く、多
くの保護者がいじめへの迅速・適切な対応を求めています。 

 ❍ いじめへの対応については、東京都北区いじめ防止基本方針に則り、学校いじめ対策
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組織を中心にした体制を整え、保護者と連携を密に取りながら組織的に対応していくこ
とが求められています。また、学校の教職員については、研修の充実をさらに図ってい
く必要があります。 

 ❍ 道徳の授業でいじめを主題に扱うなど、いじめについて子どもたち自身が考え、子ど
もたち自身で解決を図っていくようにすることが重要です。 

 ❍ あらゆる教育活動に人権教育を基本に据えて取り組み、北区教育委員会の教育目標に
掲げる「人間尊重の精神」を基調として、他者の立場に立って物事を考えることや思い
やりのある豊かな人間性を育むことを目指していく必要があります。 
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重点事業 ）人権教育の推進 
 
 ❐ 各小・中学校において人権教育の全体計画や年間指導計画に基づいた指導を行うこと

により、子どもたちの人権に関する知的理解や、ＬＧＢＴ等も含め多様性を尊重するな
ど自他の人権を守ろうとする意識・意欲・態度を身に付けられるようにします。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
 

   

【教育指導課】 
 
重点事業 ）道徳教育の推進 
 
 ❐ 各小・中学校に置かれる道徳教育推進教師を対象に、校内において道徳教育を推進す

るための資質・能力の向上を図る研修を実施します。 
   また、各校で実施する道徳授業地区公開講座について、実施計画や学習指導案の作成

に当たってきめ細かな指導・助言など、教育委員会事務局による専門的サポートを行う
ことにより、内容の充実を図ります。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

【教育指導課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 自然体験活動の充実【学校支援課】 
  ・ 岩井学園移動教室（小学校４年生）及び岩井学園自然体験教室（小学校５年生） 
    自然の偉大さや美しさに出合ったり、他者との信頼関係を築いて共に物事を進めた

りする喜びや充実感をゆとりある主体的で多様な活動を通して体得したりすること
で、思いやりの心や規範意識を育て、社会性や豊かな人間性の基礎を育みます。 

  ・ 日光高原学園（小学校６年生） 
    自然や歴史を体験的に楽しみながら、興味・関心を高めます。また、規律ある集団

生活を通して健康の増進と協調性を高め、自主的に取り組むための実践力を養いま
す。 

  ・ 岩井臨海学園（中学校１年生） 
    水辺の事故から身を守るための安全教育を行い「泳げなくても助かる・泳がなくて

も助ける方法がある」という知識や技術を習得するとともに、自然に親しみながら水
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泳に対して苦手意識をもつ生徒の意識を変え、一人ひとりの安全への意識を高めま
す。 

 
 ❐ 社会体験活動の推進【教育指導課】 
   キャリア教育の視点を踏まえた職場体験や奉仕活動などを通して、児童・生徒一人ひ

とりの社会的・職業的自立に向けて必要な能力や態度、主体的に社会の形成に参画し、
発展に寄与する態度を養います。また、職場体験中央推進委員会を設置し、中学校にお
ける職場体験活動の充実・改善を図ります。 

 
 ❐ いじめ防止の取組の徹底【教育指導課】 
   「北区いじめ防止条例」及び「北区いじめ防止基本方針」に基づき、いじめの未然防

止、早期発見と適切な対処、再発防止の徹底を図ります。 
   また、関係機関と連携を図るため、「北区いじめ問題対策連絡協議会」を設置するほ

か、学識経験者や関係機関の代表者等による「北区いじめ問題対策委員会」を設置し、
いじめ防止等の対策の推進を図ります。 

 
 ❐ 北区サポートチーム【教育指導課】 
   区立小・中学校の児童・生徒の生活指導上における個別の問題について、必要に応じ

て警察、児童相談所、子ども家庭支援センター等、複数の関係機関の担当者が連携して
北区サポートチームを編成し、問題の解決を図ります。 

 
 ❐ Ｑ－Ｕの実施【教育指導課】 
   区立小・中学校の児童・生徒全員を対象にＱ－Ｕ（楽しい学校生活を送るためのアン

ケート）を実施し、学校生活での満足度と意欲、学級集団の状況を確認し、学級・学校
生活への不適応やいじめなどの早期発見に努めます。 

 
 ❐ いじめ相談ミニレター【教育総合相談センター】 
   いじめ相談ミニレターを区立小・中学校の児童・生徒に配布し、教員や保護者にも相

談できない児童・生徒からの悩みごとや心配ごとの相談を受け、解決に当たっていきま
す。 

 
《関連事業》 
 ・ スクールソーシャルワーカーの拡充（p.７８） 
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４ 健やかな体を育てる 

 
 
【主な施策】 
 （11）体力の向上・健康の増進 
 （12）保健指導・食育の推進 

 
主なポイント 
 ❍ 子どもたちの体力向上を図るとともに、健康で安全な生活を営むための力の育成を図

ります。 
 
現状と課題 
 ❍ 体力は、人間のあらゆる活動の源であり、病気やけがになりにくいだけでなく、意

欲、気力、忍耐力などの精神面の充実にも深く関わっています。 
 ❍ 現在、全国的に次世代を担う児童・生徒の体力が⾧期的に低下傾向にあるため、各学

校においては、体力向上に向けた様々な取組を推進しています。 
   平成２５年度（２０１３年度）以降の全国体力・運動能力、運動習慣等調査におい

て、小学校５年生の体力合計点平均値が、全国平均値を上回るまでに向上しました。 
   中学生は、全国平均値と比較すると依然として低い水準ではありますが、年々、向上

しています。 
 ❍ 今後も、身体活動・運動・スポーツを促進して、総合的に児童・生徒の体力・運動能

力の向上に取り組むため、「東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査
（東京都統一体力テスト）」を有効に活用し、児童・生徒の身体活動量の増加と運動習
慣の定着や、行動変容を導き出す取組の充実が求められます。 

 ❍ 児童・生徒が運動・スポーツに親しみ、生涯にわたって心身ともに健康で充実した生
活を実現していく力を身に付けるよう、学校における体育授業や運動部活動を充実さ
せ、一人ひとりの基礎体力を向上させなければなりません。 

   学校及び関係機関は、これまで推進してきた取組等に加え、児童・生徒が子どもらし
い生き生きと活力のある生活を送ることができるよう、健康・体力を育成していく必要
があります。 

 ❍ 東京都教育委員会は、学習指導要領の改訂の機会を捉え、その趣旨を踏まえるととも
に、現代的な課題にも対応できるよう、「性教育の手引き」を改訂しました。 

 ❍ 学校における性教育は、性情報の氾濫や性的指向等への正しい理解など、性に関する
様々な課題に対する適切な態度や行動の選択ができるように指導していく必要がありま
す。 
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重点事業 ）（仮称）東洋大学連携事業・体力の向上 
 
 ❐ 子どもたちにスポーツの楽しさや魅力を理解させながら、健康・体力の向上を図るた

め、包括協定締結大学である東洋大学と連携した事業を展開します。 
  ・ 投げる力の強化 
    運動の基本動作の一つである「走る」「跳ぶ」「投げる」のうち、体力調査結果から

課題が見られる「投げる」力を伸ばします。 
  ・ コオーディネーショントレーニングの導入 
    体と脳や神経をつなげる神経回路を活性化させ、自分の意図で瞬時に体を動かすこ

とができる能力を磨き、スポーツで求められる身体の動きや使い方を体得させます。 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 検討 
 

連携準備 計画 実施 

【教育指導課】 
 
重点事業 ）⾧なわトライ 
 
 ❐ ⾧なわ基準回数達成に向けて、各学級で気持ちを一つにして、⾧なわに取り組むこと

により、集中力や協調性を育みながら学級の一体感・団結力を高めるとともに、リズム
感、瞬発力、持久力等の体力向上を図ります。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

【教育指導課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 体育・健康に関する指導の充実【教育指導課】 
   「東京都児童・生徒体力・運動能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体力テス

ト）」により、児童・生徒の体力・運動能力及び生活・運動習慣等の実態を把握・分析
し、経年でその推移を調査することにより、一校一取組などの体力・運動能力等の向上
に係る取組の成果と課題を検証し、その充実を図ります。 

   また、性教育については、学習指導要領に示された内容をすべての児童・生徒に確実
に指導するとともに、現代的な課題を踏まえながら保護者の理解を得て必要な指導を行
うなど、適切に実施します。 

 

【パブリックコメント】
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 ❐ 連合体育行事活動の推進【教育指導課】 
   連合体育行事を通して、児童・生徒の体力向上とスポーツに関する関心を深めるとと

もに、スポーツマンシップの育成を図ります。 
  ・ 小学校 
    連合陸上記録会 
  ・ 中学校 
    連合体育大会 
 
 ❐ 学校保健の充実【学校支援課】 
   児童・生徒等の健康の保持増進、集団教育としての学校教育活動に必要な健康や安全

への配慮、自己や他者の健康の保持増進を図る能力を育成していきます。保健主任・養
護教諭研修を実施し、保健の学習や保健指導等、学校保健の充実を図ります。 

 
《関連事業》 
 ・ 早寝・早起き・朝ごはんプロジェクト（p.８２） 

【パブリックコメント】
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５ 共に学び合い、共に成⾧する力を育てる 

 
 
【主な施策】 
 （13）一人ひとりに応じた多様な学びの場の支援・指導の充実 
 （14）インクルーシブ教育システムの構築を目指した特別支援教育の推進 
 （15）不登校児童・生徒への支援 

 
主なポイント 
 ❍ インクルーシブ教育システムの構築に向けた特別支援教育を推進するため、就学相談

体制の充実や特別支援学級の整備等、多様な教育的ニーズに応じた効果的な支援を行う
柔軟なしくみを整えます。 

 ❍ 特別支援教育を必要とする児童・生徒について、障害の特性や状態に応じた専門的な
指導内容・指導方法の充実を図るため、研修や研究授業、巡回指導・専門家チームの学
校への派遣等に取り組みます。 

 ❍ 発達障害又は発達障害の疑いのある児童・生徒が増加しているなかで、自閉症や情緒
障害等の障害特性による学習上又は生活上の困難さについて、多様な学びの場の整備及
び教員・保護者への理解啓発を進めていきます。 

 ❍ 知的障害特別支援学級を設置している学校において実施する合同行事について、児
童・生徒の能力・特性に応じ、計画的に実施し、学校のみならず広く地域社会に向け
て、特別支援教育や特別支援学級についての理解啓発を図ります。 

 ❍ 不登校児童・生徒に対し、学校や教育相談に関わる相談員、スクールソーシャルワー
カー等が連携して支援を行います。また、適応指導教室への通級を促し、社会的自立に
向けた学習支援や居場所支援の充実を目指します。 

 ❍ 日本語指導や学校生活指導を中心に、帰国児童・生徒、外国人児童・生徒の実態に即
した指導を行っていきます。 

 
現状と課題 
 ❍ すべての児童・生徒が共に学び合い、共に成⾧していくためには、あらゆる教育の場

で、計画的・組織的に一貫した適切な指導・支援や必要な合理的配慮を行う等、多様化
するニーズに対応するためのしくみづくりが求められています。 

 ❍ 小・中学校における特別支援教育の指導や支援を受けている児童・生徒や不登校とな
る児童・生徒が増えているなか、多様化する教育的ニーズに対して、個々に応じたきめ
細かな対応をしていくことが求められています。 

   そのため、教職員の専門性の向上や専門家チームの活用を含めた教育環境の整備を進
め、障害種別に応じた指導体制の充実を図っていく必要があります。 

【パブリックコメント】
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 ❍ 発達障害又は発達障害の疑いのある児童・生徒への指導において、自閉・情緒面の課
題により学習上又は生活上の困難を有するため、通常の学級での指導や特別支援教室で
の巡回指導では十分に学習活動をしていくことが難しい児童・生徒のために、自閉症・
情緒障害特別支援学級を早期に整備する必要があります。 

 ❍ 発達障害又は発達障害の疑いのある児童・生徒の中には、通常学級において直面して
いる困難な状況について、一見して分かりづらい場合があり、他者からの理解が得られ
ないことがあります。そのため、教員や保護者に発達障害への理解を具体的に促してい
く必要があります。 

 ❍ ９校の区立小学校と５校の区立中学校に知的障害特別支援学級を設置していますが、
支援を必要とする児童・生徒の数が増えていることから、地域バランスを考慮した上
で、知的障害特別支援学級を増やしていく必要があります。 

 ❍ 知的障害特別支援学級を設置している学校において合同行事を実施し、他の設置校の
児童・生徒との交流を図っていますが、知的障害特別支援学級に在籍する児童・生徒の
数や学級数が増加していることから、効果的な交流を進めるために合同行事のありかた
について検討していく必要があります。 

 ❍ 不登校児童・生徒に対する教育の機会の確保や関係機関との組織的・計画的な支援の
推進等を目指し、適応指導教室や学校内外における学びの場の確保と効果的な支援に取
り組んでいく必要があります。 

 ❍ 外国籍就学者数は、増加の一途をたどっており、なかには言葉の理解不足等から様々
な課題が生じている場合があります。異文化理解を深め、日本語教育をはじめとした学
習支援の充実を図る必要があります。 

 

 
 

  

【パブリックコメント】
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重点事業 ）小・中学校特別支援学級の設置 
 
 ❐ 一人ひとりの児童・生徒に応じた多様な学びの場の充実

を図るため、小・中学校に知的障害及び自閉症・情緒障害
を対象とした特別支援学級の設置を進めていきます。 

   また、今後の特別支援学級の設置に当たっては、児童・
生徒数の推移や地域性等を十分踏まえ、検討を進めていき
ます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 

小学校固定学
級の設置（知
的障害、自閉
症・情緒障害
各 1 校新設) 

中学校固定学
級の設置（自
閉症・情緒障
害１校新設） 

検討・推進 

  

【教育総合相談センター】 
 
重点事業 ）特別支援教育に係る巡回指導・専門家チームの派遣 
 
 ❐ 障害特性を踏まえた適切な把握や、障害に応じた適切な指導内容・方法に関し、学校

及び担当教員を対象に効果的な指導や助言・支援を行うため、教育総合相談センターの
特別支援教育指導員や心理士等で構成される巡回指導・専門家チームを派遣していきま
す。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 検討・検証 全面実施 推進 
 

 

【教育総合相談センター】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 日本語適応指導教室【学校支援課 教育指導課】 
   日本語指導や学校生活適応指導を中心に、帰国児童・生徒、外国人児童・生徒の実態

に即した指導を行い、自己のもつ能力や特性を十分に発揮させ、集団生活によりよく適
応できるよう支援していきます。また、日本語指導を担当する教員研修の内容の改善・
充実を図ります。 

 
 ❐ 特別支援学級における専門的な指導の充実【教育総合相談センター】 
   区立小・中学校での授業公開及び研究授業、研修会等における実践報告や教材研究、
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都立特別支援学校のセンター的機能を活用した巡回相談や継続的な支援等を通して、知
的障害や自閉症・情緒障害に関する専門的な指導内容や指導方法の充実を図ります。 

 
 ❐ 特別支援教育に係る理解啓発の推進【教育総合相談センター】 
   障害のある子どもと障害のない子どもが可能な限りともに学ぶインクルーシブ教育シ

ステムを構築していくうえで、障害のある子ども一人ひとりの障害の特性や実態の把握
とその教育について正しい理解を深めるため、教員の研修計画の整備や障害理解の啓発
に関するガイドラインを作成し、教員一人ひとりに特別支援教育の理念や障害理解につ
いて啓発していきます。 

   また、教員のみならず保護者の理解も重要であることから、共生社会の形成に向けた
インクルーシブ教育システムの構築のため、特別支援教育の取組についての理解啓発を
進めていきます。 

 
 ❐ 特別支援学級の合同行事の推進【教育総合相談センター】 
   児童・生徒の生活経験を豊かにし、相互の理解を深め、意欲的な学習態度や技能を高

めるため、知的障害特別支援学級の合同行事を推進します。また、合同行事を通じて、
広く地域社会に向けて、特別支援教育や特別支援学級についての理解啓発を図ります。 

 
 ❐ 適応指導教室における社会的自立に向けた支援の充実【教育総合相談センター】 
   適応指導教室（ホップ・ステップ・ジャンプ教室）に通級している児童・生徒につい

て、学習指導の内容や指導体制の充実を図り、在籍校への復帰を目指すとともに、自己
表現力や社会性等を身に付けるための多様な自立活動を実施し、社会的自立に向けた支
援の充実を図ります。さらに、不登校やひきこもりの児童・生徒の居場所支援のありか
たについて検討していきます。 

 
《関連事業》 
 ・ 確かな学力向上プロジェクト（p.３４） 
 ・ Ｑ－Ｕの実施（p.４１） 
 ・ スクールソーシャルワーカーの拡充（p.７８） 
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６ グローバル社会で活躍できる子どもを育てる 

 
 
【主な施策】 
 （16）英語教育の充実 
 （17）ふるさと北区への愛着を育む事業の推進 
 （18）国際理解教育の推進 

 
主なポイント 
 ❍ グローバル社会をたくましく生き抜くために、コミュニケーション能力を重視した英

語力を育みます。 
 ❍ 英語を使用する楽しさや必要性を体感でき、英語学習の意欲向上のきっかけづくりと

なるよう、体験的で実践的な学習を行う場の充実を図ります。 
 ❍ 日本人としての自覚や、郷土を愛し誇りに思う心を育むため、地域の歴史、伝統・文

化等について学び、理解を深めます。 
 ❍ 児童・生徒と外国人との様々な交流の機会を設け、日本文化の紹介や、外国文化に触

れる体験等を取り入れた教育活動を展開することで、異なる国や地域の伝統・文化等を
尊重するとともに、日本や北区の良さを積極的に発信できる力を育成します。日本人と
してはもちろん、ふるさと北区を愛し、誇りに思う心を育み、異なる文化との相互理解
を促進します。 

 
現状と課題 
 ❍ 児童・生徒が将来にわたり、グローバル社会でたくましく生き抜いていけるようにす

るためには、英語力を身に付けさせ、積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度
や、自らの考えや意見を論理的に説明することができる能力等を育成することが重要で
す。 

   これまで作成してきた英語教育に関わる指導資料等の活用を図るとともに、令和２年
度（２０２０年度）からの小学校の外国語の教科化に対応するため、外国語教育アドバ
イザーや指導主事等による学校訪問や教員研修等を通して、効果的な授業方法や教材の
工夫などについて指導し、小学校における英語教育の充実を図る必要があります。 

 ❍ 中学校の外国語（英語）科において少人数・習熟度別指導を推進するとともに、生徒
一人ひとりの発話量を確保し、実際に英語を使用する活動を充実するなど、生徒一人ひ
とりの英語力の定着と伸⾧を図るための授業改善が求められています。 

 ❍ 今後必要になる外国人とのコミュニケーションを充実させるためには、豊かな国際感
覚の醸成とともに、日本の伝統・文化について深く学び、発信する力を養う必要があり
ます。 
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 ❍ 世界各国の人々と交流し、コミュニケーションを図る機会が増加していくことから、
異なる国や地域の伝統・文化等を尊重するとともに、日本や北区の良さを積極的に発信
できるよう、すべての児童・生徒が我が国や地域の歴史、伝統・文化等についての理解
をより深める必要があります。 

 ❍ 東京国際フランス学園近隣の区立学校の幼児・児童・生徒が、スポーツや文化交流な
どを通じ、異なる文化への興味・関心を高めるとともに、国際交流の推進を図っていま
す。 

 ❍ 東京都のオリンピック・パラリンピック教育アワード校として、ナショナルトレーニ
ングセンターが近接する稲付中サブファミリーに属する学校が、区のオリンピック・パ
ラリンピック教育を推進するとともに、すべての区立学校においても、オリンピック・
パラリンピック教育を推進する独自の取組を実施しています。 

  

【パブリックコメント】
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重点事業 ）検定料補助事業 
 
 ❐ 児童・生徒の学習意欲を向上させるとともに、義務教育終了時までに達成が求められ

る国語・数学・英語の基礎的な知識や技能の確実な定着を図るため、小・中学校に通う
児童・生徒を対象に各種検定料を全額補助します。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 拡充 推進 
   

【教育指導課】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）北区ゆかりの偉人を学ぶ事業 
 
 ❐ 北区ゆかりの偉人である渋沢栄一翁に関する副読本を区独自で作成・活用し、区行政

の整備や社会事業に大きく寄与した功績等を学び、地域への誇りと愛着の心を育みま
す。 

   また、芥川龍之介やドナルド・キーン氏をはじめ、北区にゆかりのある偉人につい
て、田端文士村記念館や令和５年（２０２３年）に開設予定の（仮称）芥川龍之介記念
館と連携した取組を推進するとともに、ドナルド・キーン氏から寄贈があった書籍、絵
画の中央図書館での展示、各種公開講座等を通じて学ぶ機会の充実を図ります。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
 

   

（内訳） 
副読本の 
作成・活用 

検討 開始 推進 
  

ドナルド・キ
ーンコレクシ
ョンコーナー 

推進 
    

（参考） 
（仮称）芥川
龍之介記念館
の整備 

基本・ 
実施設計 

整備 完成  
 

【教育指導課 生涯学習・学校地域連携課 中央図書館】 
 
 
 
 
 
 
 
 

渋沢栄一翁肖像 
（国立国会図書館所蔵） 

芥川龍之介肖像 
（国立国会図書館所蔵） 

ドナルド・キーン氏 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日

- 53 -



重点事業 ）イングリッシュ・サマーキャンプ 
 
 ❐ すべての北区立中学校の生徒が、外国人留学生と生活を共にし、様々な活動を行うこ

とで、自国及び世界の伝統・文化への理解を深め、英語力や国際社会における基礎的・
実践的コミュニケーション能力を育成します。 

   また、サマーキャンプ後においても、学校行事に留学生を招待し交流を発展させるな
ど、国際理解教育の充実を図ります。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 拡充 推進 
   

【学校支援課】 
 
重点事業 ）中学校生徒海外交流事業 
 
 ❐ アメリカ合衆国・ウォルナットクリーク市にあるセブンヒルズスクールの生徒とのホ

ームステイによる相互交流を通して、互いの国の生活、自然や文化、風俗や習慣に触れ
ることにより、国際親善に貢献しようとする意欲や、国際理解を深める態度を育みま
す。 

   また、本場の英語に慣れ親しみながら、語学力、コミュニケーション能力、論理的な
思考力など、グローバル社会でたくましく生きる力を育成します。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

【教育指導課】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）パリ２０２４競技大会を見据えた東京国際フランス学園との連携推進 
 
 ❐ ２０２４オリンピック・パラリンピック競技大会が、パリ市で開催されることから、

滝野川紅葉中サブファミリーと東京国際フランス学園との連携強化を図ります。 
   また、東京国際フランス学園との交流をより一層発展させることで、他国を尊重し、

国際社会の平和と発展に寄与する態度や、豊かな語学力・コミュニケーション能力、主
体性・積極性、異文化理解の精神等を身に付けて様々な分野でグローバルに活躍できる
人材を育成します。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

【教育指導課】 
 
重点事業 ）オリンピック・パラリンピック教育の推進及びレガシーの構築 
 
 ❐ 東京２０２０オリンピック・パラリンピック競技大会閉幕後も、パリ２０２４オリン

ピック・パラリンピック競技大会を見据えながら、自らの人格形成を促し、国際社会や
地域社会の一員としてもつべき資質を育むためにオリンピック・パラリンピック教育を
継続します。 

   子どもたちに「ボランティアマインド」、「障害者理解」、「スポーツ志向」、「日本人と
しての自覚と誇り」、「豊かな国際感覚」の５つの資質を養い、東京２０２０オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会で培われた教育資産をレガシーとして継承します。 

   また、ハンガリー国競技団体が、北区の施設において、「オリンピック・パラリンピ
ック競技大会の事前キャンプ」を実施することを踏まえ、同国に関する調べ学習や選手
との交流等を通じて、国際理解教育を推進します。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

【教育指導課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 英語が使える北区人事業【教育指導課】 
   小・中学校へ外国人の外国語指導助手（ＡＬＴ）を配置し、児童・生徒の英語に触れ

る機会を積極的に増やすとともに、児童・生徒のコミュニケーション能力を高め、英語
による交流ができる子どもを育成するなど、外国語教育の推進を図ります。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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   また、高い専門性を有する外国語教育アドバイザーによるチームを編成し、全小・中
学校の巡回を通して指導・助言を行うほか、授業観察に基づく具体的なアドバイスや研
修等を行い、小学校から中学校への外国語教育の円滑な接続と外国語教育の質の向上を
目指します。 

 
 ❐ 国際理解教育の推進【教育指導課】 
   刻々と変動する国際社会に生きる日本人を育成するため、自国及び世界の伝統・文化

の理解を促進し、世界的な問題や課題を身近なものとし、それらを積極的に解決しよう
とする能力や態度を育成します。 

 
《関連事業》 
 ・ 文化財を活用したふるさと学習事業（p.９１） 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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【パブリックコメント】
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  ７ 社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を伸ばす 

 
 
【主な施策】 
 （19）命を守る・救える人材の育成 
 （20）科学技術を社会に活かす人材の育成 
 （21）情報活用能力の育成 
 （22）社会の変化に対応できる力の育成 
 （23）社会的・職業的自立に向けた能力・態度の育成 

 
主なポイント 
 ❍ 家庭と連携・協力し、自然災害の発生時に自分の判断で安全を確保する行動ができる

ようにするとともに、自ら安全・安心な地域づくりに貢献できる児童・生徒の育成を図
ります。 

 ❍ 児童・生徒の科学に関する資質・能力を高めるため、科学に高い興味・関心を示し、
理数好きな児童・生徒の育成を図ります。 

 ❍ 児童・生徒がプログラミングを体験しながら、コンピュータに意図した処理を行わせ
るために必要な論理的思考力を身に付けるための学習活動である「プログラミング教
育」を推進し、情報活用能力の育成を図ります。 

 ❍ ＩＣＴの活用により、「主体的・対話的で深い学び」を一層推進します。 
 ❍ ＳＤＧｓ主要課題における基礎学力の保証や特別支援教育等、持続可能で質の高い教

育の充実に努めるとともに、ＳＤGｓの考え方や１７の目標内容を意識した教育活動の
充実を図ります。 

 
現状と課題 
 ❍ 近年、これまでの常識を超える未曾有の自然災害が身近に発生し、災害に対する知識の

みならず、自らの判断で安全を確保する資質や能力の育成が必要とされています。 
 ❍ 北区基礎・基本定着度調査においては、これまで小・中学校ともに理科における定着

度に課題があることが分かっています。そのため、北区立学校においては、実験・観察
等の充実を図り、問題解決の学習過程を重視することで、理科好きの児童・生徒の育成
を図ってきました。今後は、児童・生徒の科学に関する興味・関心を高め、科学技術を
正しく理解し、それを社会生活によりよく生かす人材の育成が求められています。 

 ❍ 新学習指導要領は、「何を学ぶか」に加えて「何ができるようになるか」、「どのよう
に学ぶか」について記述しています。「どのように学ぶか」にはＩＣＴの活用も含まれ
ており、視聴覚教材、コンピュータ、情報通信ネットワーク、教育機器などを有効活用
し、児童・生徒の興味・関心をより高め、指導の効率化や言語活動のさらなる充実を図

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日

- 58 -



るようにする必要があります。 
 ❍ 新学習指導要領において、情報活用能力の育成のため新聞などの活用を図るととも

に、社会的・職業的自立に向けて必要な基盤となる資質・能力を育むキャリア教育の充
実を図ることが求められています。 

 ❍ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは、平成１３年（２００１年）に策定されたミレ
ニアム開発目標（ＭＤＧｓ）の後継として、平成２７年（２０１５年）9 月の国連サミ
ットで採択された「持続可能な開発のための２０３０アジェンダ」にて記載された平成
２８年（２０１６年）から令和１２年（２０３０年）までの国際目標です。持続可能な
世界を実現するための１７のゴール・１６９のターゲットから構成され、地球上の誰一
人として取り残さない（ｌｅａｖｅ ｎｏ ｏｎｅ ｂｅｈｉｎｄ）ことを誓っていま
す。 

 ❍ 区立学校において、校⾧の経営ビジョンにＳＤＧｓ主要課題における基礎学力の保証
や特別支援教育等を明確に位置付け、持続可能で質の高い教育の実現を目指し、日々の
授業のなかで自ら学び、共に学ぶなど、主体的・対話的で深い学びを実現する授業改善
を図る必要があります。 

  

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）理科大好きプロジェクト 
 
 ❐ 子どもたちの理科に対する興味と関心を高めるとともに、実験等を通じて理科の面白

さや楽しさを実感できる機会を提供するため、包括協定締結大学であるお茶の水女子大 
  学との連携により、小・中学校の理科授業における実験支援や実験教室等を実施します。 
   また、区立小・中学校の全校に理科支援員を配置し、理科の観察や実験の充実を図り

ます。 
  ・ 科学・環境スクール 
    小学生を対象に、科学的研究や環境問題をテーマにした実験や体験ができる教室を

実施します。 
  ・ サイエンスラボ 
    中学生を対象に、身近なものを手がかりとして、生物、化学、環境、ロボットなど

様々なテーマを対象とした教室を実施します。 
  ・ 理科実験支援事業 
    大学講師が各小・中学校に出向き、観察・実験等の理科授業を支援します。 
  ・ 理科支援員の配置 
    理科支援員を区立小・中学校の全校に配置し、理科の観察や実験活動等における教

員の支援等を行い、理科教育の活性化及び指導の充実を図ります。 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
 

   

【教育指導課】 
 
重点事業 ）ＩＣＴ教育の充実 
 
 ❐ 高度情報化社会を生き抜くためには、ＩＣＴ教育の推進による情報活用能力の育成が

重要であることから、ＩＣＴを活用し、視覚や聴覚に印象付ける分かりやすい授業を実
践します。学習への興味・関心を高めながら、主体的・対話的で深い学びを実現し、一
人ひとりの児童・生徒の能力や特性に応じた「個別学習」や、児童・生徒が教え合い学
び合う「協働学習」を推進します。 

   また、大学と連携・協働し、小中一貫プログラミング教育の授業カリキュラムの開発
やプログラミング体験教室の拡充を図ります。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

【教育指導課】 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）ＳＤＧｓの達成に向けた教育の充実 
 
 ❐ ＳＤＧｓ主要課題における基礎学力の保証や特別支援教育等、持続可能で質の高い教

育の充実をはじめ、ＳＤＧｓの考え方や１７の目標内容を意識した教育の推進に向け、
環境や人権、国際理解教育、オリンピック・パラリンピック教育等を推進し、ＳＤＧｓ
に関する教育活動の充実を図ります。 

   「持続可能な社会の創り手」の育成を見据えながら、日々の授業のなかで自ら学び、
共に学ぶなど、主体的・対話的で深い学びを実現する授業改善を実施していきます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

【教育指導課】 
 
重点事業 ）特色ある教育活動支援事業 
 
 ❐ 谷村教育基金活用事業を後継し、各区立学校における独自の教育活動や文化・芸術活

動を支援し、子どもたちの豊かな感性や、将来、社会の一員として、協働してものごと
に取り組む姿勢を育みます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 検討 開始 推進 
  

【教育政策課 学校支援課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 防災・安全教育の推進【教育政策課 教育指導課】 
   家庭と連携・協力し、「東京マイ・タイムライン」の作成等を通して、児童・生徒が

自然災害の発生に伴う危険を理解し、自分の判断で安全を確保する行動ができるように
するとともに、安全で安心な地域づくりに進んで貢献できる資質や能力を育てます。 

   また、学校防災マニュアルを改訂するなど、学校における防災対応について見直しを
図るとともに、教員研修等を通じて、教職員に対し周知・徹底を図っていきます。 

 
 ❐ 海洋教育の推進【教育指導課】 
   お茶の水女子大学サイエンス＆エデュケーションセンターの協力を得て、SDGs で掲

げる「１４ 海の豊かさを守ろう」も見据えながら、海に対する関心や、海の環境保全
に主体的に関わろうとする態度を育成します。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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 ❐ 情報教育の推進【教育指導課】 
   各小・中学校の情報教育担当教員を対象に、各校で情報化の推進に当たるリーダーと

しての知識等を高めるための連絡会を開催し、情報教育の充実を図ります。 
   また、夏季休業期間中にＩＣＴ活用研修を行い、教員のＩＣＴ活用能力を高め、児

童・生徒の情報活用能力の育成に努めます。 
 
 ❐ 新聞大好きプロジェクト【教育指導課】 
   新聞に親しみ、社会の出来事やしくみに興味をもたせるとともに、子どもたちの思考

力・判断力・表現力等を育成します。さらに、ＮＩＥ教育として新聞を活用した授業を
行うことで、情報活用能力の育成も図ります。 

 
 ❐ 環境教育の推進【教育指導課】 
   各教科や総合的な学習の時間等における環境についての学習を通して、環境や環境問

題に関心・知識をもち、持続可能な社会の構築を目指してよりよい環境の創造活動に主
体的に参加し、環境への責任ある行動を自主的にとることのできる児童・生徒を育成し
ます。 

 
 ❐ キャリア教育の推進【教育指導課】 
   子ども一人ひとりの社会的・職業的自立に向け必要な基盤となる能力や態度を育てる

ことを通して、キャリア発達を支援し、それぞれにふさわしいキャリアを形成していく
ために必要な能力を身に付け、自分が自分として生きることを実現させていく児童・生
徒を育てます。 

 
《関連事業》 
 ・ 魅力ある学校図書館づくり事業（p.３５） 
 ・ 学校図書館支援（p.３５） 
 ・ 自然体験活動の充実（p.４０） 
 ・ 社会体験活動の推進（p.４１） 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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【パブリックコメント】
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８ 学校の教育力・経営力を高める 

 
 
【主な施策】 
 （24）教員の指導力の向上・体罰の根絶 
 （25）教員の指導環境の充実 
 （26）学校の経営力の強化 

 
主なポイント 
 ❍ 児童・生徒の多様なニーズや時代の要請に応えることのできる教員の指導力向上を図

ります。 
 ❍ 教員の勤務環境の改善と⾧時間勤務を解消するための働き方改革を推進し、学校教育

の質的向上と子どもたちの健やかな成⾧を目指します。 
 ❍ 保護者や地域が学校経営に参画する「学校運営協議会」を設置し、学校・保護者・地

域住民が協働した社会に開かれた教育課程による特色ある学校づくりを進めます。 
 ❍ 学校評議員等による学校評価の充実を通して、学校の経営力強化を図ります。 
 
現状と課題 
 ❍ 社会状況や子どもを取り巻く環境の変化に伴い、学校教育における課題は一層複雑

化・多様化しています。そのため、これからの教員には、今までの指導方法を見直し、
工夫・改善を図るとともに、保護者や地域、関係機関等と連携・協働する力の育成が必
要となっています。 

   東京都では、これら学校を取り巻く社会状況の変化に対応できるよう、平成２０年
（２００８年）１０月に「東京都教員人材育成基本方針（平成２７年（２０１５年）２
月一部改正）」を策定し、計画的に人材育成に取り組んできました。 

 ❍ 東京都教育委員会は、「東京都公立学校の校⾧・副校⾧及び教員としての資質の向上
に関する指標（平成２７年（２０１５年）１０月）」を策定しました。 

   教員は、この指標に基づき、自らが生涯にわたって、キャリアに応じて求められる資
質の向上に努めることとされました。 

 ❍ 日々の教育活動の推進とともに多様な教育課題の対応が求められる昨今、学校、そし
て教員一人ひとりに求められる役割と期待はますます大きくなり、それが教員の⾧時間
勤務につながっていると考えられます。 

   平成２５年（２０１３年）に経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）が実施した国際教員指導
環境調査によれば、日本の教員の⾧時間勤務は、ＯＥＣＤ加盟国のなかで最⾧となって
います。 

 ❍ 平成３０年（２０１８年）９月に文部科学省から公表された教員勤務実態調査の確定
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値では、１０年前に比べいずれの職種でも学内勤務時間が増加し、１週間当たりの学内
総勤務時間が６０時間を超えている教員が、多数いることが明らかとなりました。この
ような教員の⾧時間勤務により、教員の健康や日々の教育活動への影響、さらには教員
志願者の減少などが懸念されています。 

 ❍ 社会の変化が予測を超えて進展する今日的状況のなかで、次代を担う子どもたちを育
成していくためには、新しい学習指導要領及び幼稚園教育要領等に基づき、学校教育を
力強く推進していくことが何より重要であり、それを支える教員の⾧時間勤務の解消
が、大きな課題となっています。 

 ❍ 団塊の世代の大量退職により、経験の浅い若手教員が増えることで教育の質の低下も
懸念されています。働き方改革を進めると同時に、これからの北区の教育を担う教員の
資質・能力の向上に努める必要があります。 

 ❍ 教員の人事に関することについては、一義的には東京都の責任において管理運営され
ていることから、教員の人事及び勤労条件等の改善について、積極的に国や東京都に働
きかけていく必要があります。 

 ❍ 区立中学校の部活動について、学校における教員の勤務負担軽減を図りながら、部活
動のより一層の充実を推進するため「北区立中学校部活動方針」を策定しました。 

 ❍ 国は、部活動指導が中学校教員の⾧時間勤務の主因と考えており、部活動指導員の配
置などについて提唱しています。 

 ❍ 学校において、児童・生徒を取り巻く課題が多様化・複雑化しており、専門家による
法的助言が必要な事例も散見されます。 

 ❍ 将来の情報化社会に向けて、学校と保護者・地域社会が一体となり、学校の教育目標
を共有し、共に児童・生徒の育成に向けて協働することが必要となってきています。 

   社会に開かれた教育課程による学校づくりをすすめていくためには、保護者・地域の
意見を学校経営に生かす学校評議員等による学校評価を引き続き推進するほか、学校運
営協議会を設置するコミュニティ・スクールの拡大を図ることが必要です。 
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重点事業 ）教員の質を高める方策についての検討 
 
 ❐ これからの教育に求められる「主体的・対話的で深い学び」等について自ら実践し、

又はその技術・成果を他の教員に還元することができる教員や諸教育問題の解決に資す
る実践的な研究を行う研究者的な視点をもった教員の育成・確保について、教職大学院
との連携・協力などを視野に入れながら、その方策について検討していきます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 検討 
 

   

【教育指導課】 
 
重点事業 ）教育先進都市を支える学校働き方改革 
 
 ❐ 平成３１年（２０１９年）３月に策定した「北区立学校における働き方改革推進プラ

ン」に基づき、教員の勤務環境の改善と⾧時間勤務を解消するための取組を推進し、教
員の心身の健康保持と日々の生活の質や教職人生を豊かにするとともに、学校教育の質
的向上と子どもたちの健やかな成⾧を目指します。 

  ・ 勤務時間の把握 
    教員の出退勤時刻等を適正に把握するため、全校にタイムレコーダーを導入しま

す。 
  ・ メッセージ機能付き電話の導入 
    勤務時間終了後の電話応対に要する時間を縮減するため、メッセージ機能付き電話

を導入します。 
  ・ 校務支援システムの推進 
    平成３０年度（２０１８年度）から新たに導入した校務支援システムの活用によ

り、情報の共有化を図るとともに、成績処理や通知表・指導要録の作成について、さ
らなる効率化を図ります。 

  ・ 学校徴収金の公会計化 
    学校徴収金（給食費、教材費等）を区の予算に組み入れ、その徴収、支出、管理に

係る事務を区に集約し、当該業務を行う専任職員の配置や債権管理部門との連携、督
促業務の外部委託を通じて、業務の効率化を図ります。 

  ・ 教員事務補助員の配置 
    調査や学校運営等に係る事務作業等により、とりわけ負担感の強い副校⾧の事務を

軽減し、教職員の育成や授業指導等に必要な時間を確保します。 
  ・ 部活動指導員の配置 
    現在配置している部活動外部指導員とあわせて、中学校の部活動指導員を全中学校

に配置し、中学校の教員の負担軽減を図ります。 
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  ・ 学校法律相談制度の導入 
    学校が直面する法的判断を要する課題について、法律の専門家である弁護士が、そ

の専門的知識・経験に基づき、学校に対して必要な助言を行い、学校の対応力向上を
図ります。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 拡充 推進 
   

（内訳） 
勤務時間の把
握 

推進  
   

メッセージ機
能付き電話の
導入 

全小・中学校 
導入 

推進 
   

校務支援シス
テムの推進 推進  

   

学校徴収金の
公会計化 検討  

   

教員事務補助
員の配置 

全小学校に 
1 名配置 

推進 
   

部活動指導員
の配置 

全中学校に 
1 名配置 

推進 
   

学校法律相談
制度の導入 導入 推進 

   

【教育政策課 学校支援課 教育指導課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 指導力向上を目指した各種研修の充実【教育指導課】 
   子どもたちの可能性を引き出し、信頼関係に基づいた指導ができるようにするととも

に、新学習指導要領や授業改善に資する新たな指導方法の習得や、様々な教育課題に対
処できる知識を効果的に学べるよう、計画的に各種研修を実施します。 

 
 ❐ 教育アドバイザーの活用【教育指導課】 
   数学・理科・外国語について高い専門性を有する教育アドバイザーが、小・中学校を

巡回し、教員の授業を観察し、その授業に関する指導・助言をすることにより、教員の
授業力の向上を図ります。 
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 ❐ コミュニティ・スクールの推進【教育指導課】 
   保護者や地域が学校運営に参画する「学校運営協議会」を設置して、学校・保護者・

地域住民が共生・共有・協働し、地域の力を学校運営に生かす「地域とともにある学校
づくり」を推進します。 

 
 ❐ 学校評議員等による学校評価制度【教育指導課】 
   保護者、地域住民等の学校関係者などにより構成された学校評議員が、「各学校の教

職員が行う自己評価」の結果について評価する学校関係者評価を、着実に実施します。 
   教職員、保護者、地域住民等が学校の現状や課題を共有し、家庭や地域に支えられる

開かれた学校づくりを進めるとともに、学校運営を改善することで、教育水準の向上を
図ります。 

 
《関連事業》 
 ・ 魅力ある学校図書館づくり事業（p.３５） 
 ・ 学校図書館支援（p.３５） 
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９ 質の高い学校教育を支える施設設備等を整備する 

 
 
【主な施策】 
 （27）⾧寿命化計画の推進 
 （28）学校施設設備等の整備の推進 
 （29）区立小学校の適正配置の推進 

 
主なポイント 
 ❍ 学校施設の老朽化対策と「教育先進都市・北区」に相応しい施設整備を図るため、「北区

立小・中学校⾧寿命化計画」に基づいて、計画的に改築又はリノベーション事業を実施し
ます。 

 ❍ 安全・安心で快適な施設環境を維持するため、適切な維持・保全を確実に実施します。 
 ❍ 今後の児童・生徒の人口推計等を踏まえ、学校の施設整備をはじめとする、将来の人

口を見通した施策を展開していきます。 
 ❍ 東京都北区学校適正配置計画に基づき、小学校の適正配置を推進します。今後は、令

和３年（２０２１年）４月の荒川小学校・十条台小学校の円滑な統合新校開設に向けて
協議を進めます。 

 
現状と課題 
 ❍ 区立小・中学校は、現在、改築校を除く既存校の約８割が建築後５０年を超えている

ことから、経年による老朽化の問題を抱えており、今後、施設を更新する時期が一斉に
ピークを迎えます。 

 ❍ 社会経済情勢の急激な変化を受け、建築生産はスクラップアンドビルドから既存スト
ック活用へと大きく変化しており、学校施設においても既存ストックの有効利用が求め
られています。 

 ❍ 学校施設設備等の整備については、トイレの洋式化や普通教室・特別教室への空調機
の設置など、時代の要請にあわせて適宜整備を行ってきました。 

 ❍ 新学習指導要領等との整合性を確保しつつ、社会環境の変化に伴い学校施設に求めら
れる新たな機能整備に対応する必要があります。 

 ❍ 北区の児童・生徒の人口推計は、将来的には減少が見込まれていますが、今後１５年
程度は増加傾向にあります。 

   当面の児童・生徒数の増加傾向も含め、児童・生徒数の人口推計について、区が実施
する北区人口推計や東京都が実施する教育人口推計をはじめ、地域開発の動向等も踏ま
えた検討や、通学区域ごとの分析等を行う必要があります。 

 ❍ 区全体の児童数は増加傾向にある一方、地域によっては適正な学校の規模を確保する
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ことが難しい状況にあることから、今後も、地域開発や児童数の動向を注視し、適切に
対応していく必要があります。  
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学校改築（稲付中） 

重点事業 ）学校の改築 
 
 ❐ 「北区立小・中学校⾧寿命化計画」に基づいて、順次計

画的に改築に取り組みます。 
 
 
 
 
 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

浮間中 開設     

王子第一小 新築工事 
新築工事 
・開設 

   

西が丘小 新築工事 新築工事 
新築工事 
・開設 

  

（仮称）都の
北学園 

設計・ 
新築工事 

新築工事 新築工事 新築工事 開校 

学校４校 

設計着手 設計 
設計・ 

解体工事 
新築工事 新築工事 

  設計着手 設計 新築工事 

   設計着手 設計 

    設計着手 

【学校改築施設管理課】 
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重点事業 ）学校施設のリノベーション（⾧寿命化改修）事業の推進 
 
 ❐ 学校施設のさらなる⾧寿命化を図るとともに、教育環境を充実するため、リノベーシ

ョン事業を計画的に実施します。 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

リノベーション（⾧寿命化改修）事業    

 

飛鳥中 モデル事業 
実施 

モデル事業 
実施・完成 

   

学校５校 

設計 工事 工事 工事・完成  

 設計 工事 工事 工事・完成 

  設計 工事 工事 

   設計 工事 

    設計 

校庭整備      

 学校５校 

整備・完成     

 整備・完成    

  整備・完成   

   整備・完成  

    整備・完成 

【学校改築施設管理課】 
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重点事業 ）今後の人口動向を見据えた教育環境の充実 
 
 ❐ 当面の間、児童・生徒数の人口推計が増加傾向にあるため、区が実施する北区人口推

計や東京都が実施する教育人口推計をはじめ、地域開発の動向等も踏まえた検討や、通
学区域ごとの分析等を行います。 

   また、分析の結果等に基づき、普通教室等の確保策を検討・実施します。 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 検討・推進 
    

【教育政策課 学校改築施設管理課 学校支援課 学校適正配置担当】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 学校施設設備等の整備【学校改築施設管理課】 
   トイレの洋式化や、特別教室・体育館への空調機設置等、時代の要請にあわせて、適

宜、学校施設設備等の整備について推進していきます。 
 
 ❐ 小学校の適正配置の推進【学校適正配置担当】 
   東京都北区学校適正配置計画に基づき、令和３年（２０２１年）４月の荒川小学校・

十条台小学校の円滑な統合新校開設に向けた協議を行います。 
   今後、小学校の適正配置については、就学前児童を含めた児童数の動向や、地域の実

情を見据え、最終的にはすべての学校において適正規模を確保できるよう、保護者や地
域の理解を得ながら推進していきます。 
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  １０ 安全・安心で豊かな教育環境を整備する 

 
 
【主な施策】 
 （30）学びのセーフティネットづくり 
 （31）教育相談体制の強化 
 （32）子どもの居場所づくり 
 （33）高校・大学との連携 
 （34）企業・ＮＰＯ等との連携 

 
主なポイント 
 ❍ 生活困窮家庭の支援について、子ども食堂など、子どもの居場所づくりや学習支援事

業等、区民やＮＰＯ・ボランティア団体と連携した多岐にわたる支援を行います。 
 ❍ 児童・生徒が抱えるいじめ・不登校等の課題、親子関係や貧困等の家庭環境を原因と

する課題に対して、スクールソーシャルワーカーを活用し、学校や社会資源との連携を
図り、課題解決に向けて相談等の支援を行います。 

 ❍ 子どもセンターやティーンズセンター、放課後子ども総合プランにおいて、地域と連
携した多彩な交流活動を展開します。 

 
現状と課題 
 ❍ 生活困窮・ひとり親世帯等の学習支援事業について、受講希望者が漏れなく受講でき

る環境・会場を整備する必要があります。 
 ❍ 児童・生徒が抱えるいじめや不登校、友達関係、家庭内の課題等の様々な悩みは複雑

化・困難化し、スクールソーシャルワーカーへの相談が増えるとともに、スクールソー
シャルワーカーによる支援などの活動件数も増えています。 

   そのため、スクールソーシャルワーカーが児童・生徒の生活圏内の社会資源との連携
をさらに深め、効果的・効率的な支援を行う必要があります。 

 ❍ 子ども食堂や学習支援事業の充実を図り、地域の中の子どもの居場所を確保するとと
もに、支援団体のネットワーク化を推進し、地域全体で子どもを見守ることが重要で
す。 

 ❍ 乳幼児親子の居場所機能と中高生世代の居場所機能を整備し、地域における子育て拠
点として、利用者と地域をつなぎ、連携を図ることが必要です。 

 ❍ 北区の教育のさらなる充実・発展を図るため、高校、大学等の擁する人的、知的、物的
資源を活用し、教育課題の解決を目指すなど、高校、大学等との連携を推進していく必
要があります。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日

- 76 -



 
 
 
 
 
 
 
 

  

（件）

H28 H30 増減数 増減（％）

電話やメールなどによるSSWへの相談 3,535 3,830 295 8%

学校面接、家庭面接等 228 178 -50 -22%

学校訪問、家庭訪問等 1,106 1,349 243 22%

SSWの活動件数 4,869 5,357 488 10%

スクールソーシャルワーカーの活動件数の比較

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）生活困窮・ひとり親世帯等の小・中学生への学習支援事業 
 
 ❐ 貧困の連鎖を防止するため、生活保護受給世帯を含む対象世帯について、区⾧部局と

連携し、小学生に対しては学習支援や居場所づくり、社会性の育成、保護者への養育支
援等を行い、中学生に対しては学習習慣の定着や進路相談など、実施教室数や定員の拡
大を図りながら、子どもの状況に寄り添った学習支援事業を実施していきます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 拡充 
  

推進 
 

【子ども未来課】 
 
重点事業 ）スクールソーシャルワーカーの拡充 
 
 ❐ 児童・生徒が抱えるいじめや不登校、家庭環境等の様々な課題について、未然防止や

早期発見、早期支援のため、スクールソーシャルワーカーが、学校や児童・生徒の生活
圏内の社会資源との連携を一層推進し、地域における一体的で効果的・効率的な支援を
行っていきます。 

   また、学校や地域の状況等を勘案し、中学校サブファミリーを単位とするスクールソ
ーシャルワーカーの配置を視野に入れつつ、拡充を図っていきます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 拡充 
 

推進 
  

【教育総合相談センター】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 学校給食費保護者負担軽減事業【学校支援課】 
   区内に住所を有し、区立小・中学校に通う２人以上の子どもをもつ保護者を対象に、

第２子に係る給食費については半額を、第３子以降に係る給食費については全額を補助
します。 

 
 ❐ 子どもセンター・ティーンズセンターへの移行【子ども未来課】 
   児童館を乳幼児親子の居場所機能を中心とした子どもセンターと、中高生世代の居場

所となるティーンズセンターとして整備します。子どもセンターでは、子育ち支援と子
育て支援にかかる事業の充実を図ります。また、ティーンズセンターでは、中高生世代
の自己実現の場や社会体験の機会を提供し、地域と中高生世代をつなぐ場としての機能

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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の充実を図ります。 
 
 ❐ 子どもの居場所づくり（子ども食堂）支援事業【子ども未来課】 
   家庭の事情等により、家で子どもだけで過ごすことが多く、孤食の状況にある子ども

を対象に、食事の提供及び居場所づくりを行う事業（子ども食堂）を実施するＮＰＯや
ボランティア団体等に対し、事業運営の支援を行います。 

   また、団体の立ち上げに関する相談や支援、団体のネットワーク化のためにコーディ
ネーターを配置（北区社会福祉協議会へ事業委託）し、困難を抱える家庭の子どもたち
が安心して過ごせる地域の居場所づくりの推進を図ります。 

 
 ❐ 放課後子ども総合プランの充実【子どもわくわく課】 
   「放課後子ども教室」「放課後児童健全育成事業（学童クラブ）」等の放課後対策事業

を一体的に行い、小学校を会場として子どもたちの安全・安心な居場所を提供します。 
   放課後や土曜日、⾧期休業期間に、自由遊びのほか、勉強やスポーツ、地域住民との

交流等の活動を通して大勢の大人や他学年の児童とふれあうことにより、子どもたちの
社会性や協調性を育む取組の充実を図ります。 

 
 ❐ 教育実践演習【教育指導課】 
   教職に就くことを予定している大学４年生や大学院生を対象に、大学との連携によ

り、学校における実習を５日間実施し、教員として必要な実践的指導力を育成する教職
実践演習を実施します。 

 
 ❐ 往還型教育実習【教育指導課】 
   教師としての実践的指導力と高度の専門性を兼ね備えた小学校教員を養成するため、

大学との連携により、大学４年次の教育実習に向けて、１年次から４年次を通じて学校
教育現場を体験する往還型教育実習を実施します。 

 
 ❐ 大学図書館との連携【中央図書館】 
   北区の図書館で提供が困難な専門性の高い資料などについて、協力関係にある大学図

書館において閲覧、貸出等が受けられるようにすることで、区民の研究活動を支援しま
す。 

 
《関連事業》 
 ・ （仮称）東洋大学連携事業・体力の向上（p.４４） 
 ・ 英語が使える北区人事業（p.５５） 
 ・ 理科大好きプロジェクト（p.６０） 
 ・ 海洋教育の推進（p.６１） 
 ・ 新聞大好きプロジェクト（p.６２） 
 ・ キャリア教育の推進（p.６２） 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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１１ 家庭の教育力の向上を支援する 

 
 
【主な施策】 
 （35）子どもの読書活動の充実 
 （36）家庭教育に関する講座等学習機会の充実 
 （37）保護者への支援 

 
主なポイント 
 ❍ 区民との協働による図書館づくりを進めることにより、学校図書館や地域図書館との

連携を軸とした子どもの読書活動を推進します。 
 ❍ 家庭教育はすべての教育の出発点であり、保護者が子どもの教育に第一義的責任を有

していることから、家庭教育の自主性を尊重しつつ、各家庭における教育の基盤づくり
を支援するため、小・中学校の母親・父親のニーズに応じた講座の充実を図ります。 

 ❍ 子育て支援の輪を広げるため、子育て中の父親、母親向けの各講座を充実させるとと
もに、育児に積極的に関わろうとする祖父母世代の育児参加を促すことで、多世代が育
児に関われる環境づくりを推進します。 

 ❍ 乳幼児期からの子どもの教育について啓発を行うなど、家庭教育に関する支援を充実
させます。 

 ❍ 子育てに関する情報の周知を図り、子育てに対する不安を解消するため、多様な媒体
を活用したさらなる情報提供に努めます。 

 ❍ 生活のなかに多くの課題を抱えている家庭に対し、生活全般に係る悩み事に関する相
談に応じることや、交流会・講習会を行うことで、ひとり親家庭の孤立を防ぎ、必要な
支援に確実につなぐ体制を整備します。 

 
現状と課題 
 ❍ 少子化や核家族化により家庭と地域のつながりに希薄化の傾向がみられること等か

ら、子育てに対し不安や負担感を抱える保護者が増加しています。 
 ❍ 生活習慣や学習習慣などの形成を図るうえで、家庭の教育力は重要な役割を担うもの

の、近年、家庭の教育力が低下しつつある現状があります。 
 ❍ 子育て関連の情報提供においては、新しい媒体を含め、インターネットやスマートフ

ォンを用いて、情報提供を進めていくことが必要です。 
 ❍ 平成３０年度（２０１８年度）北区子ども・子育て支援に関するニーズ調査報告書に

よると、男女で家事・育児に費やす時間に大きな違いがみられるため、男女が共に担う
子育てに向けた施策を充実させるとともに、子どもが固定的性別役割分担にとらわれな
いようなキャリア教育を進める必要があります。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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 ❍ 価値観、家族のありかた、ライフスタイルなどの多様化を背景に、ＰＴＡに求められ
る役割も変化し、また、ＰＴＡ活動に従事できない保護者も増えてきています。就労等
で多忙な保護者の実態を踏まえ、保護者がＰＴＡ活動に参加しやすい環境づくりが求め
られています。 

 ❍ 国の調査によると、子どもの読書週間について、読書時間・読書冊数ともに、学年が
あがるにつれて減少傾向にあります。乳幼児から生涯にわたり読書習慣を身に付けるこ
とができるよう、年齢や発達段階に応じた継続的な取組が求められています。 

 ❍ ひとり親家庭の保護者については、子育てと就業の両立など、ひとり親家庭が抱える
様々な課題に対応した就労支援、生活支援を推進する必要があります。 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）家庭教育学級等の充実 
 
 ❐ 家庭における豊かな心を育てるための家庭教育のありかたや、子育て世代の悩みや不

安を解消するための講座を開催し、家庭における教育力の向上を支援します。 
   基本的生活習慣の形成、家庭学習の定着、親子のきずなづくりを図るとともに、子ど

もたちの自己肯定感や自己有用感を育む支援を行います。 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

【生涯学習・学校地域連携課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 子どもの読書活動の推進【中央図書館】 
   子ども読書活動推進計画に基づき、「ブックスタート」や「おはなし会」を実施する

など、年齢や発達段階に応じて、子どもの読書活動を支援します。 
 
 ❐ 早寝・早起き・朝ごはんプロジェクト【教育政策課】 
   「早寝・早起き・朝ごはん」の推進に向けて、生活習慣チェックシート（生活リズム

おじゃま妖怪～退治日記～）を活用し、家族で楽しみながら生活習慣の形成を図りま
す。 

 
 ❐ 子育て情報支援サービスの充実【中央図書館】 
   中央図書館内の子育て情報支援室において、赤ちゃん絵本、木のおもちゃ、布の絵本

を揃えて、赤ちゃんと保護者が気兼ねなく過ごせる環境を提供するほか、子育て情報、

子育て関連イベント等の情報提供を行います。 

   また、保護者向け読み聞かせ講座や読書講演会を開催し、保護者への啓発に努めてい

きます。 

 
 ❐ ＰＴＡ活動支援【生涯学習・学校地域連携課】 
   区立の幼稚園・認定こども園、小・中学校のＰＴＡ連合会と共催して、ＰＴＡ会員を

対象にＰＴＡ活動の諸課題や運営のありかた等をテーマにした研修会を開催するなど、
自主性を尊重しながら支援していきます。 

 
 ❐ 子育て支援情報の提供【子ども未来課】 
   北区公式ホームページの「子育て応援サイト」、スマートフォンアプリ「きたハピモ

バイル」の電子媒体の活用や、主に出産前から就学前までのお子さんを育てる家庭向け
の「北区子育てガイドブック・北区子育てマップ」等の発行など、出産前から切れ目の

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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ない子育て支援情報の提供を図ります。 
 
 ❐ みんなで育児応援プロジェクト【子ども未来課】 
   子育て支援の輪を広げるため、子育て中の父親、母親向けの各講座を充実させるとと

もに、育児に積極的に関わろうとする祖父母世代の育児参加を促すことで、多世代が育
児に関われる環境づくりを推進します。 

 
 ❐ ひとり親家庭等相談支援事業（そらまめ相談室）【子ども未来課】 
   ひとり親家庭等の生活一般の悩み事に関する相談に応じ、適切な助言や関係機関、各

種支援策の情報提供等を行います。 
   カウンセラーの資格等を有する者のほか、家計相談や養育費等の法律相談に対応する

ための、ファイナンシャルプランナーや弁護士などを相談員として配置し、相談支援、
情報提供の充実を図ります。 

 
《関連事業》 
 ・ 魅力ある学校図書館づくり事業（p.３５） 
 ・ 学校図書館支援（p.３５） 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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１２ 地域の教育力の向上を支援する 

 
 
【主な施策】 
 （38）地域との協働 
 （39）青少年教育の振興 
 （40）社会教育活動の支援 

 
主なポイント 
 ❍ 地域のスポーツ・文化活動等の拠点となる学校施設の利用促進や環境整備を推進しま

す。 
 ❍ 学校と地域の連携・協働による取組のなかで、区民の生涯学習の推進や、区民の学習

成果を子どもの豊かな成⾧に生かすしくみが有効に機能するよう、環境整備を図りま
す。 

 ❍ 次代を担う青少年が、社会の一員としての自覚をもち、健やかに成⾧ができるよう、
地域と連携し、青少年の健全育成活動を推進します。 

 ❍ 区民の社会教育活動を支援します。 
 
現状と課題 
 ❍ 地域における活動支援の場として、学校教育法等により社会教育のために学校施設を

利用できるようにすることが求められています。また、地域のスポーツ・文化活動等の
拠点として学校施設の利用について一定のニーズがあります。 

 ❍ 学校施設の地域開放に当たっては、貸出しのしくみや施設管理の方法等について、改
善していく必要があります。 

 ❍ 学校・家庭・地域が一体となった教育を推進するため、教育情報について、家庭や地
域へ発信していく必要があります。 

 ❍ 地域におけるつながりの希薄化などが進むなか、地域の課題を解決し、地域の教育力
を向上させるため、区民がもっている技術や経験を活かすことのできるしくみづくりを
さらに整備する必要があります。 

 ❍ 地域住民と学校が連携・協働し、地域全体での教育を実現することにより、子どもた
ちの成⾧を支え、見守る活動が求められています。 

 ❍ 青少年をめぐる社会環境や地域情勢の変化に合わせた青少年の健全な育成が求められ
ています。家庭、地域、学校を繋げるコーディネーターとして活動し、子どもたちの健
全育成を支える青少年委員や青少年地区委員の役割がますます重要になっています。 

  

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）学校施設の地域開放 
 
 ❐ 区立小・中学校の体育館・教室・校庭などについて貸出しを行います。より利用しや

すいしくみづくりに向けて、申込方法や周知等について検討を進めていきます。 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 モデル実施 
・検証 

 
一部実施・ 
継続検証 

  

【生涯学習・学校地域連携課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 教育広報紙「くおん」の発行【教育政策課】 
   学校・家庭・地域が教育情報を共有し相互理解を深めるため、教育広報紙「くおん」

を定期発行します。 
 
 ❐ 学校公開講座【生涯学習・学校地域連携課】 
   区民の学習意欲とニーズに応えるため、学校が主体的に自校の人材や施設設備を活用

し、公開講座を実施することで、地域に開かれた学校づくりと区民の生涯学習を推進し
ていきます。 

 
 ❐ 学校支援ボランティア活動推進事業【生涯学習・学校地域連携課】 
   子どもの教育とボランティア活動に理解と熱意をもつ区民や団体と学校が連携・連動

して、未来を担う子どもたちへの教育活動の支援や成⾧を支えていく活動を推進しま
す。 

   また、学校のニーズに基づき、子どもの学びを支える地域のボランティアと学校をつ
なぐスクールコーディネーター活動を支援します。 

 
 ❐ 青少年委員活動の充実【生涯学習・学校地域連携課】 
   教育委員会が委嘱した委員が、青少年の余暇指導と団体育成の職務にあたるととも

に、青少年委員としての活動と委員相互の連携を図るために青少年委員会を設置し、青
少年の余暇指導や親子のふれあいを重視した事業を実施することで、青少年教育の振興
を図ります。 

 
 ❐ 青少年地区委員会活動推進事業【生涯学習・学校地域連携課】 
   区内各地区において、伝統や環境などの特性を生かして、スポーツ、野外活動などの

余暇活動や地域環境浄化活動、非行防止に関する活動などの青少年地区委員会が取り組
む活動を支援し、青少年の健全育成を図ります。 

 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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 ❐ 生涯学習講座支援事業【生涯学習・学校地域連携課】 
   区民の団体が自主的に行う学習会・研修会で、広く地域に参加を呼びかけて行う事業

の経費（講師謝礼金）の一部を補助し、区民の社会教育活動の振興と生涯学習機会の拡
充を図ります。 

 
《関連事業》 
 ・ サブファミリーによる特色ある教育の推進（p.３０） 
 ・ コミュニティ・スクールの推進（p.６８） 
 ・ 学校評議員等による学校評価制度（p.６８） 
 ・ 生活困窮・ひとり親世帯等の小・中学生への学習支援事業（p.７８） 
 ・ 放課後子ども総合プランの充実（p.７９） 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
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  １３ 生涯にわたる一人ひとりの主体的な学びを支援する 

 
 
【主な施策】 
 （41）学習機会の拡充 
 （42）身近な学習の場の整備 
 （43）区民との協働による図書館事業の推進 

 
主なポイント 
 ❍ 区民が多様なライフスタイルにあわせて、主体的に学習に取り組むことができる環境

づくりや、リカレント教育も視野に入れた学習環境の整備を推進します。 
 ❍ 図書館の利便性の向上に努めるとともに、区民との協働による図書館づくりを進めま

す。 
 
現状と課題 
 ❍ 超高齢社会が到来するなか、すべての人が生涯を通じ、自ら設計し、学び続け、学んだ

ことを生かして活躍できるよう、多様な学習機会が望まれています。区民の学習成果を活
用する場の拡充や、学習成果を活かしあうしくみづくりが、より一層求められています。 

 ❍ 障害の有無にかかわらず全ての国民が等しく読書を通じて文字・活字文化の恵沢を享受
することができる社会の実現に寄与することを目的として、「視覚障害者等の読書環境の整
備の推進に関する法律」が、令和元年（２０１９年）６月に施行されました。同法の趣旨
を踏まえ、読書環境の整備の充実に向けた検討が求められています。 

 ❍ 平成１７年（２００５年）に「区民とともに歩む図書館委員会」を設置し、様々な視点
で検討を重ねながら、区民と協働した図書館づくりを進めてきました。  
  

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）地域活躍ステップアップ事業 
 
 ❐ 区⾧部局とも連携し、「リカレント教育」の視点も盛り込みながら、文化センターで

学んだ知識や体験を地域活動につなげ、社会に還元していくしくみをつくります。 
 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 検討・準備 実施 

 

推進 

 

【生涯学習・学校地域連携課】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 生涯にわたる多様な学習機会の提供【生涯学習・学校地域連携課】 
   「区民大学」、「あすか大学」、「ことぶき大学」など、多様な学習機会を提供すること

で、生涯にわたる一人ひとりの学びを支援します。 
 
 ❐ 図書館利用におけるバリアフリーの推進【中央図書館】 
   障害者、高齢者等を対象に、配送サービス、施設等での読み聞かせやリサイクル本の

提供を行い、来館が困難な方にも読書を楽しめる環境の整備を行います。 
   読書に困難を伴う方に対する音訳、点訳、大活字本、館内閲覧用パソコン、拡大読書

器の提供のほか、電子図書の導入についても検討していきます。 
 
 ❐ 区民との協働による図書館づくり【中央図書館】 
   「区民とともに歩む図書館委員会」の運営や「北区図書館活動区民の会」との協働を

通して、区民との協働による図書館づくりを推進します。 
 
《関連事業》 
 ・ 子どもの読書活動の推進（p.８２） 
 ・ 学校施設の地域開放（p.８５） 
 ・ 学校公開講座（p.８５） 
 ・ 生涯学習講座支援事業（p.８６） 
 ・ 文化財を活用したふるさと学習事業（p.９１） 
 ・ 飛鳥山博物館の講座・企画展の充実（p.９１） 
 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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  １４ 文化・芸術活動を振興する 

 
 
【主な施策】 
 （44）ふるさと北区への愛着を深める事業の推進 
 （45）文化財の保護・活用と保存・継承 
 （46）魅力的な文化・芸術活動の推進 

 
主なポイント 
 ❍ 幼少期から北区の歴史や文化について学ぶ機会を提供し、区民の郷土に親しむ心を育

てます。 
 ❍ 北区の歴史、自然、文化などに関する展示や調査研究を行う地域の郷土博物館である

飛鳥山博物館の利用促進を図ります。 
 ❍ 北区の貴重な歴史的文化財を保存し、次世代に継承していきます。 
 ❍ 国史跡中里貝塚を保存し、整備活用を行います。 
 ❍ 子どもたちの活躍を顕彰し、北区の文化・スポーツ活動等の振興及び発展を図りま

す。 
 ❍ 子どもたちが文化芸術活動にふれあい、体験できるような機会を作ります。 
 
現状と課題 
 ❍ 核家族化等の進展や地域の担い手の減少により、子どもたちが北区の歴史や文化、伝

統行事にふれる機会が少なくなりつつある現状があります。 
 ❍ 飛鳥山博物館は、開館以来生涯学習の拠点として来館者が順調に増えてきたものの、

ここ数年の利用は、横ばい傾向にあります。 
 ❍ 北区指定無形民俗文化財の王子田楽や稲付の餅つき唄など、北区には伝統芸能が多く

ありますが、北区指定無形民俗文化財については、継承者の育成等が喫緊の課題となっ
ています。 

 ❍ 国史跡中里貝塚について、指定地外に広がる中里貝塚をどのように保存し、活用する
のかを検討する必要があります。 

 ❍ 子どもたちの文化・スポーツ活動の振興や健全育成のために、模範となる成績を収め
た子どもを広く称え、顕彰しています。 

  

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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重点事業 ）「史跡のまち・北区」のＰＲ 
 
 ❐ 桐ヶ丘遺跡、十条台遺跡群などの埋蔵文化財包蔵地や中里貝塚な

ど、北区に多く存在する史跡について、ＡＲ（拡張現実）等を整備
します。 

   現地で史跡に関する画像や説明に触れながら史跡を実感できるよ
う工夫を施すなど、広く「史跡のまち・北区」のＰＲを推進してい
きます。 

   また、貝層を保存するため地下に埋もれた状態で暫定整備してい
る中里貝塚については、「国史跡中里貝塚保存活用計画」に基づき整備基本計画を策
定し、史跡広場の整備など環境の整備を進めていきます。 

 

 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

計  画 推進 
    

（内訳） 
史跡広場の整
備 

計画策定 設計 整備・完成 実施 

 

史跡の活用 検討 

 

準備 
実施・普及 
啓発の検討 

普及啓発の 
検討 

【飛鳥山博物館】 
 
 
《推進事業》 
 ❐ 文化財を活用したふるさと学習事業【飛鳥山博物館】 
   区指定文化財である茅葺屋根の古民家を保存活用する「北区ふるさと農家体験館」に

おいて、区民との協働により、地域に伝わる年中行事や工作教室を実施するなど、様々
な体験事業を通して地域の歴史や文化に触れるふるさと学習を推進していきます。 

 
 ❐ 飛鳥山博物館の講座・企画展の充実【飛鳥山博物館】 
   区内に多数ある有形無形の歴史的文化遺産を活用し、北区ならではの歴史、文化、自

然の魅力を発信する企画展や、区内の各所にある文化財巡り、身近な地域の歴史を訪ね
る講座の充実を図ります。 

 
 ❐ 北区の部屋事業【中央図書館】 
   「北区の部屋」を中央図書館に設置し、北区に関する図書資料、古写真、古地図、古

文書、映像資料等の収集・保存・公開とともに、北区に関する刊行物の出版、歴史に関
する講座の開催などの情報発信を行います。 

   また、地域資料専門員を「北区の部屋」に配置し、北区に関する学びを支援します。 

中里貝塚史跡広場標柱 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日

- 91 -



 
 ❐ 伝統芸能の継承者の育成支援【飛鳥山博物館】 
   無形民俗文化財の保存継承については、補助金の交付等、引き続き支援を行うととも

に、芸態を含めた芸能・習俗の保存や継承の方法について、伝承者、学識経験者、保持
団体等を含めた検討を行います。 

   地域に伝承されてきた伝統芸能が失われないよう、継承者の育成のための支援体制づ
くりを進めます。 

 
 ❐ 北区文化振興財団との連携【生涯学習・学校地域連携課】 
   北区文化振興財団による「子ども文化教室」や「スクールコンサート」、「輝く☆未来

の星コンサート」等、子どもの頃から文化・芸術を鑑賞・体験する事業を後援し、魅力
的な文化・芸術活動を推進します。 

 
 ❐ 連合文化行事活動の推進【教育指導課】 
   地区別連合文化行事を通して、各種文化行事活動の振興を図ることで、行事に参加す

る児童・生徒の文化・芸術活動を充実させるとともに、健全な態度を育成します。 
  ・ 小学校 
    音楽会、展覧会 
  ・ 中学校 
    音楽会、学芸会、展覧会 
 
 ❐ 子どもかがやき顕彰【生涯学習・学校地域連携課】 
   北区における文化・スポーツ等において特に優秀な成績を収め、又は他の模範となる

実績があった児童、生徒及び青少年並びにその団体を顕彰し、北区への愛郷心の形成
や、子どもたちの文化・スポーツ活動等の振興及び発展を図ります。 

 
《関連事業》 
 ・ 北区ゆかりの偉人を学ぶ事業（p.５３） 
 ・ 生涯にわたる多様な学習機会の提供（p.８９） 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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【パブリックコメント】
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第５章 「北区教育ビジョン２０２０」の推進に向けて 

 

１ 計画の進行管理 

   本ビジョンに掲げる施策や取組を着実に実施していくためには、計画の進捗状況
を点検・評価し、その結果をフィードバックするしくみが必要です。 

   北区教育委員会では、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の規定
により本ビジョンに体系付けた重点事業の点検・評価を行い、その結果を、議会を
はじめ広く区民に公表していきます。 

   教育を取り巻く環境や状況の変化に応じた実行性のある計画となるよう、臨機応
変に見直しを図りながら計画を推進していきます。 

 
 

２ 国・東京都への要望 

   義務教育は、区が実施主体として責任を負うべきものですが、区が⾧期的な視点
をもち、地域の実情に応じて独自性のある教育活動を主体的に展開していくために
は、学校における教職員の人事権について、東京都から区への移譲が不可欠です。
これまでも要望をしてきましたが、引き続き国及び東京都に対し、区立学校教職員
の人事権移譲の実現を目指し、強く要望していきます。 

   また、学級編制・教職員定数配置の弾力的な運用についても、引き続き東京都に
対して強く求めていきます。 

 
 

 

【パブリックコメント】
令和元年１２月１０日
　～令和２年１月１５日
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